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会計基準国際化対応動向調査報告1)
会計基準国際化対応調査研究グループ
代表松尾車正
はじめに
わが国の会計制度が大きな変革期を迎えている。一方では、連結財務諸
表原則が改訂され、欧米並に連結を主とし個別を従とする方向が打ち出さ
れ、連結範囲判定基準として支配力基準が導入された。また他方では、証
券監督者国際機構 (IOSCO)による国際会計基準 (IAS)の承認が間近に
迫りつつある。
この研究は、企業会計の実務を取り巻くこうした環境のもとで、会計基
準の国際化に向けたわが国民間企業の対応動向を把握し、今後の会計制度
のあり方を提言することを目的として、文部省から科学研究費補助金（基
盤研究：課題番号9430029)の交付を受けて、平成9年4月1日から乎成12
年3月末日までの 3カ年にわたり行うものである。
本稿は当研究の初年度に当たり、下記の要領で実施したアンケート調査
の回答に関する分析結果である。
1)本調査の実施に先立ち、乎成9年8月に株式会社日経データ大阪支社主催の財務
分析研究会において参加企業の協力を得てパイロット・テストを行った。本調査
の回答率はこのテストに負うところが大きい。なお、本調査の実施に当たり、デ
ータペースの作成をはじめ調査対象会社への発送業務等に、関西大学大学院博士
課程後期課程院生及川勝美君（現龍谷大学専任講師）を中心として、同前期課程
院生首藤昭信、川原三和両君の協力を得た。本調査は彼らの力なしには実現不可
能であった。ここに記して深甚なる謝意を表したい。
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調査対象；東京証券取引所、大阪証券取引所第 1部および第2部上場会
社のうち、金融、保険、証券、サーピス2)を除くいわゆる「一般
事業会社」を対象とする。
調査方法；アンケート調査にもとづき、主に 7点リカートスケールを用
いた。
回答期限；平成9年 (1997年） 9月末日
有効回答； 431社（回答率23.5%)
本調査の構成とメンバーは次の通りである。
「回答企業について」………………………木本圭一（関西学院大学）
「日本の会計制度について」………………郡司 健（大阪学院大学）
「連結財務諸表原則の改訂について」……高須教夫（近畿大学）
「金融取引等の会計処理について」………柴健次（関西大学）
「研究開発費の会計処理および
開示について」……••……………•………明神信夫（関西大学）
「年金会計の会計処理について」…………徳賀芳弘（九州大学）
「自己松式の取得について」………………杉本徳栄（龍谷大学）
「経理のコストとシステムについて」……須田一幸（関西大学）
「一般的事項について」………•…………••松尾幸正（関西大学）
2)調査対象会社への発送は『日経会社情報'97-III夏号』の業種分類に従ったが、回答
会社の業種別分析は『日経財務データ』にもとづいたため、サービス業に関する
分類にズレが生じている。回答会社の業種別分析に「サーピス業」 4社があるの
は、この理由による。
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第 1部 回答結果の概要
1.回答企業について
回答企業とアンケートを送付した企業の各業種別会社数およぴ回答率は
表1の通りである。業種によって回答率に差が見られる。
表 1 業種別回答率
業種 回答企業 送付企業 回答率 業種 回答企業 送付企業 匝I答率
水産 ゜ 7 0.00% その他輸送 4 16 25.00% 鉱業 1 10 10.00% 精密機器 8 32 25.00% 
建設 38 169 22.49% その他製造 15 62 24.19% 
食品 19 105 18.10% 商社 42 162 25.93% 
繊維 16 72 22.22% 小売業 27 86 31.40% 
バルプ・紙 4 27 14.81% その他金融 1 3 33.33% 
化学工業 32 150 21.33% 不動産 8 34 23.53% 
医薬品 12 43 27.91% 鉄道・パス 8 28 28.57% 
石油 6 13 46.15% 陸述 3 17 17 65% 
ゴム 4 20 20.00% 海運 8 24 33.33% 
ガラス・：t：石 6 51 11. 76% 空運 2 5 40.00% 
鉄鋼業 8 55 14.55% 倉庫・運輸 6 31 19.35% 
非鉄金属等 23 104 22.12% 通信 2 5 40.00% 
機械 44 191 23.04% 電力 3 10 30.00% 
電気機器 56 202 27. 72% ガス 3 7 42.86% 
造船 1 9 11.11% サーピス業 4 21 19.05% 
自動車 17 60 28.33% 総計 431 1831 23.54% 
グラフ 1に、回答率の高い業種順に左より並べ、併せて回答企業およぴ
送付企業の売上高平均を示した。回答率が全体の平均より高い業種はグラ
フのまん中にある不動産業より左の業種であるが、それらの業種は回答率
が低い業種よりも回答企業およぴ送付企業とも売上高平均がかなり高いこ
とがわかる。
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表2に回答企業の売上高および総資産の分布、表3に回答企業の売上高
および総資産の最高•最低•平均・標準偏差を示す。
表2 回答企業の二変数の分布
売上高 総資産
0円超 500億円 184（社） 181（社）
500億円超 1000億円 78 78 
1000億円超 5000億円 117 117 
5000億円超 1兆円 28 26 
1兆円超 2兆円 12 18 
2兆円超 12 1 
計 431（社） 431（社）
表 3 二変数の最高•最低など
（単位： 100万円）
口最高最低平均標準偏差 (100万円未満は切り捨て）
（木本圭一）
2. 日本の会計制度のあり方について
連結財務諸表原則の改訂等に見られる証券取引法会計の国際化対応にと
もなって、日本の会計制度（いわゆるトライアングル体制）とくに商法会
計および税務会計における考えられる変化に対する意識について質問し
た。
まず、「個別決算を中心とする商法会計」と「連結決算を中心とする証取
法会計」との役割分担（別立て、棲み分け）の可否について尋ねた。これ
に関しては「役割分担が望ましい」という回答 (32.2%）よりも「望まし
くない」とする回答 (50.5%)が半数を上回った。
つぎに、持株会社の解禁との関連において、商法決算にも、証取法会計
と同様に、連結決算の導入が望ましいかどうか尋ねた。これに関しては「連
結決算の導入が望ましい」という回答 (62.3%）が、「望ましくない」とす
る回答 (17.9%）を大きく上回った。
また、確定決算主義を見直し、商法決算と税務計算を別立てにすること
（分離主義）の可否について尋ねた。これに関しては、「望ましい」とする
回答 (32.7%）よりも、「望ましくない」とする回答 (48.1%）の方が上回
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った。
さいごに、連結納税制度の可否について尋ねた。これに関しては、「望ま
しい」とする回答 (72.0%）が、「望ましくない」とする回答 (10.7%）を
大きく上回った。
以上の回答より、次のような傾向が見出せる。
① 商法会計と証取法会計との役割分担は望ましくない。
② 商法会計にも連結決算の導入が望ましい。
③ 商法会計と税務会計とを別立てにするよりも、確定決算主義の維持が
望ましい。
④ 連結納税制度の導入が望ましい。
ここで、①と③とからは、証取法会計と商法会計ならぴに税務会計の別
立ては望ましくなく、確定決算主義の保持のもとに一元化が望まれている
ことがわかる。このような会計制度一元化の希望は、新たなトライアング
ル体制ないし新会計制度への期待としてとらえられる。また、②と④とか
らは、連結決算と連結納税制度を重視する傾向がうかがえる。連結決算（一
連結納税）重視の傾向は、後の質問から明らかになった「連結重視・個別
簡索化」に賛成の方向 (75.2%) とも軌を一にする。
（郡司 健）
3.連結財務諸表原則の改訂について
企業会計審議会は1997年 6月6日に『連結財務諸表制度の見直しに関す
る意見書』を公表し、同意見書において、連結情報充実の観点から連結財
務諸表原則の改訂を行っていた。そこで、この調査では、主要な改訂点を
中心に質問を行うことによって、改訂点に対する企業の対応およびその影
響について探ることにした。
まず、「連結財務諸表においていかなる利害関係者が想定されているか」
という質問に対しては、 6割を超える企業が「親会社の株主」および「親
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会社の債権者」という回答を行っている。これらとの比較で比率は小さい
が、「子会社の債権者」(28.3%）や「親会社の従業員」(25.8%）を挙げてい
る企業もみられる。
つぎに、「情報利用者の立場からみて個別財務諸表の簡素化の是非を問
う」質問に対しては、 75.2％の企業が「賛成である」と回答している。ま
た、「連結財務諸表と個別財務諸表との間に基準性の原則が必要かどうか」
という質問に対しては、 71.2％の企業が「必要である」と回答している。
つづいて、「子会社およぴ関連会社の範囲を判定する碁準の変更に伴う
影響について」の質問に対しては、約半数の企業が「変化はない」という
回答を行っている。しかも、「変化がある」と回答した企業についてみてみ
ると、「若干拡大する」という企業がそのうちの約7割を占めている。また、
「連結の範囲および関連会社の範囲の変更による連結利益への影響につい
て」の質問に対しては、約6割の企業が「影響はない」という回答を行っ
ている。しかも、「影響がある」と回答した企業についてみてみると、「若
干変化する」という企業がそのうちの約9割を占めている。ただし、そこ
においては、「若干増加する」という企業の方が「若干減少する」という企
業を上回っているのである。
さらに、「資本連結手続について」の質問に対しては、「部分時価評価法
を選択する」という回答の方が若干ではあるが「全面時価評価法を選択す
る」という回答よりも多く認められる (58.8%）。また、「資本連結手続に
おいて子会社の資産および負債を公正な評価額（時価）によって評価する
にあたっての困難性について」の質問に対しては、 64.0％の企業が「困難
である」と回答している。そして、「連結調整勘定の償却期間について」の
質問に対しては、 73.7％の企業が連結調整勘定を「即時償却」 (22.1%）を
含めて「5年以内に償却する」と回答している。しかし、その一方で「6
~10年で償却する」と回答している企業も17.0％ある。
しかも、ここにおいて上記の回答集計結果と併せて注目に値するのは、
各質問に対する「無回答」の割合である。すなわち、「子会社および関連会
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社の範囲を判定する基準の変更に伴う影響」ならびに「連結の範囲およぴ
関連会社の範囲の変更による連結利益への影響」についての質問に対して
は「無回答」の割合が総回答数の 1％を下回っているのに対して、「資本連
結手続」および「連結調整勘定の償却期間」についての質問に対しては総
回答数の約6％に達している。そして、このことは、子会社および関連会
社の範囲の変更による連結利益への影響についての回答集計結果と相まっ
て、企業において連結経営の観点から既に子会社および関連会社の把握が
十分に進んでいることを窺わせる一方で、連結財務諸表作成手続について
は、現行規定と類似の方法を多くの企業が選択するという回答集計結果と
相まって、未だ十分な検討が行われていないかもしれないという疑いを抱
かせるのである。
（高須教夫）
4.金融取引等の会計処理について
金融商品の評価について質問したところ、「現在よりも時価評価の対象が
多くなればなるほど会社の活動実態が財務諸表においてより的確に反映さ
れる」という回答が46.9％と支配的である（「反映されない」は6.3%)-
方で、別の質問からは「金融商品の種類別・目的別に異なる評価基準が活
動実態をより的確に反映する」という回答が47.1％と支配的であることが
判明した（「反映されない」は9.8%）。このことから、金融商品の種類別・
目的別に評価基準が異なることを前提としても、時価評価の対象を拡大す
る余地が残されているという見解を読み取ることができる。
通貨関連デリバテイプを例にとり「会計処理と為替リスク管理の整合性」
を質問したところ、通貨関連デリバテイプの一部が外貨換算の一貫として
外貨建債権債務の換算額に反映される一方で、その他のデリバテイプがオ
フバランスのままであるという会計処理と会社の為替リスク管理の整合性
については、なんら明確な見解が読み取れなかった（「整合性が得られる」
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が21.7%、「整合性が得られない」が21.4%）。これは、為替リスク管理と
の整合性を意識することなく会計処理が行われているという現実の存在を
示唆する。また、金融リスク管理一般について質問したところ、「個別管理」
を行なう会社が51.6％と支配的であることが判明した。しかし、金融リス
クの「統合管理」を行なう会社も無視できない比率 (21.2%）で存在して
いることも判明した。
外貨換算に関連して、まず、在外子会社等の財務諸表の換算から生ずる
為替差損益については、「本国親会社の管理の問題と考える傾向にある」と
する会社が40.2％と支配的であった（「子会社の管理の問題と考える傾向に
ある会社」は15.9%）。この質問を前提として、さらに、「現行の外貨建取
引等会計処理基準に従った換算後の在外子会社等財務諸表が当該子会社等
の業績評価に有効であるかいなか」を質問したところ、「有効である」が33.8
％、「有効でない」が23.3％となり、この問題に対する回答は分かれている
という結果が得られた。
以上がこのテーマに関する 6つの質問から明らかになった点である。し
かし、 5つの質問で「どちらともいえない」という回答の比率が高かった
(40％前後）ことから、回答結果の解釈にあたって注意が必要である。
（柴 健次）
5.研究開発費の会計処理および開示について
研究開発活動は、企業の将来の収益性に多大な影響を与えるものであり、
研究開発費に関する会計処理基準の早急な整備が求められているところで
ある。さて、近年の研究開発活動には、従来のハードウェア開発型に加え、
コンピュータのソフトウェア開発がある。回答結果によれば、「ソフトウェ
ア開発よりもハードウェア開発の方に比重の高い企業」の割合は58.2%、
逆に「ソフトウェア開発の方に比重の高い企業」は21.8％となっており、
従来型の企業が多いとはいえ、ソフトウェア開発の比重が高い企業も相当
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にあることがわかる。
研究開発費に関する重要な論点の一つは、研究開発費の資産計上の是非
にあると思われる。そこで、これに関連する研究開発活動と将来収益との
結びつきに関する質問として、「直近の研究開発投資額のうち、将来に経済
的便益をもたらす金額の割合」を尋ねたところ、「50％以下」と回答した企
業は全体の78.8％であり、この割合を「20％以下」にまでしぼると全体の
54.0％であった。しかしその一方で、 21.2％の企業が「50％を超える」と
回答している。また、会計処理方法に関する質問として、「①すべて発生時
に費用処理する方法、②一定の規準を満たすものについて資産計上を強制
する方法、そして③一定の規準を満たすものについて任意に資産計上を認
める方法、のいずれが研究開発活動の実態をより的確に財務諸表に反映さ
れるか」を尋ねたが、上記①が52.9%、②が14.8%、そして③が32.3％で
あった。また、仮に上記②の方法が採用された場合には、開発プロジェク
トの存在、当該プロジェクトの費用測定可能性、商業化の可能性等に関す
る一定の規準について各企業は判定することが必要だといわれている。回
答結果では、「これらの判定規準を実務に適用する場合に困難を感じる」と
いう企業は62.0％であり、「困難を感じない」企業の16.8％をはるかに上回
った。
研究開発活動に関する現状の情報開示では企業間比較が困難との指摘が
ある。他方、当該情報の開示は、企業秘密の観点から障害になるとの指摘
がある。そこで、「研究開発費に含められる費用の内容が明確に定義された
場合に、企業間比較を可能にするため研究開発費総額を有価証券報告書で
開示することは、企業秘密の観点から障害になるか」を尋ねたが、「障害に
なる」と回答した企業は27.6％で全体の 4分の 1にすぎず、「障害にならな
い」とする企業は43.1％であった。
（明神信夫）
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6.企業年金の会計処理について
これまで、日本の年金会計実務は、年金基金への拠出額をその拠出時に
費用計上するのみであった。このような現行の方式から、年金債務の発生
ベースで年金費用を計上する方式へという年金費用算定方式の変化を想定
して質問を行った。
このテーマに関する 3つの質問の回答から、来たるべき年金会計基準の
変更に対して準備ができているかどうかを知ること、およびルール変更の
影響の大きさをある程度推定することが出来る。
まず、変化への準備に関しては、次のとおりである。年金費用に関する
回答率 (81.9%）が全質問中最も低かった。しかし、これらの質問（増加
率を尋ねた）に答えるためにはアクチュアリーによる試算が必要であるこ
とを考えれば、 80％以上という数字は、むしろ企業の年金会計に対する意
識の高さを示しているかもしれない。逆に、基金から当然報告を受けてい
るはずの年金資産の財政状態についての回答率 (90.7%)が低かったこと
は、回答者が母体企業の側の経理担当者のみであり、年金資産に関しては
甚金の運用に任せっきりという過去の体質を引きずっているか、何らかの
答えたくない理由の存在を感じさせる。
つぎに、ルール変更の影響の大きさについては次のとおりである。「年金
費用計上方法の変更の影響」を質問したところ、「現在よりも増加する」と
答えた企業が84.4％であった。ただし、増加の割合は「微増」から「1.5倍
程度」が最も多い。「変化しない」と答えた企業は既に年金費用を発生給付
方式で計上している可能性もある。「過去勤務原価の年金債務計上（責任準
備金への加算）による年金債務額の増加」に関しては、 81.9％が「現在よ
り増加する」と答えた。ただし、年金費用のケースと同様に、増加の割合
は「微増」から「1.5倍程度」が最も多い。また、「変化しない」と答えた
企業は、既に過去勤務原価の1賞却を終えている可能性が高い。「年金資産の
時価評価について」の質問に対しては、「時価評価をすれば年金資産額が減
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少する」と答えた企業が71.4％であり、「増加する」と答えた企業の28.6%
を大きく上回っている。これにより、株価の長期的低落傾向の中で、かな
りの基金が含み損を抱えていることが分かる。
（徳賀芳弘）
7. 自己株式の取得について
自己株式取得に関する証券取引法規制と自己株式取得の決定との関わり
について質問したところ、「インサイダー規制と相場操縦規制が市場買付け
方法による自己株式の取得にあたって制約している」という回答が42.0%
と支配的であった（「制約されない」は11.3%）。また、「一連の自己株式取
得規制の緩和措置が株式持ち合いを解消するか」と質したところ、「解消し
ない」が34.8%、「解消する」が14.6％であった。日本経済と会社の見地か
ら自己株式取得・消却目的と自己株式取得規制について改めて問題提起さ
れうる余地がある。
ストック・オプション制度の導入に伴い、自己株式方式は定時株主総会
の普通決議のみを要し、また新株引受権方式は定款の定め並ぴに株主総会
の特別決議を要することになっている。このようにその実施にあたって「承
認方式に不整合が存在することは、ストック・オプション方式の選択に際
して影響する」という会社は30.7％で多数見解であったが、「影響しない」
とする会社も22.7％を占めている。この問題は、「開かれた商法改正手続を
求める商法学者声明」 (1997年5月12日）において商法改正法案の具体的な
問題点のひとつとして明示されているが、会社の見解は必ずしも一極化し
ていないという結果を示している。
自己株式方式によるストック・オプションの会計処理に関連して、制度
上、自己株式の長期保有（権利行使期間は最長10年）が可能となることか
ら、当該自己株式の会計処理について質問したところ、「資産化処理方式を
選択する」という会社が61.9%と支配的であることが判明した。しかし、
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「資本払戻し方式を選好する会社」も注目すべき比率 (31.3%）で存在す
ることも明らかとなった。また、ストック・オプションによる労働報酬の
費用計上を権利付与日と権利行使日のいずれにおいて行なうかという質問
については、「権利行使H」が66.6%、「権利付与H」が23.7％という結果
が得られた。
以上が自己株式の取得についての質問に対する回答結果の概要である。
しかし、最初の3つの質問については「どちらともいえない」との回答比
率が高かった (45％前後）ことから、「金融取引等の会計処理について」の
質問と同様に、回答結果の解釈にあたっては注意を要する。
（杉本徳栄）
8.経理コストとシステムについて
新たな会計基準を設定するとき、必ず議論の対象になるのは企業が負担
する経理コストである。しかし、現実に企業が負担している財務会計のコ
ストを分析した研究はない。大まかなものでもいいから、企業が負担して
いる経理コストを数値的に把握したい。そこでまず第 1に、経理コストを
スタッフ数で代表させ、現在のコスト負担の状態を調べた。続いて、国際
会計基準に準拠した財務諸表の作成や連結財務諸表中心の会計制度で、経
理コストがどの程度増加するかを推測した。
「経理業務に携わっているスタッフ数」は、最も少ない企業が3人、最
も多い企業が1500人であり、ばらつきが大きいことが分かった。乎均は約
45人である。
「外部に公表する財務諸表の作成に携わっているスタッフ数」は、最も
少ない企業が0人、最も多い企業が88人である。 0人ということは、管理
会計と財務会計の業務を同一社員が兼ねているということであろう。平均
は約6人である。
続いて全従業員数を調べ、その数と上記のスタッフ数の比率を計算した。
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全従業員数の平均は3461人であり、「経理業務に携わっているスタッフ
数」＋全従業員数の平均は2.08％だった。「外部に公表する財務諸表の作成
に携わっているスタッフ数」＋全従業員の平均は0.56％である。
つまり、経理業務に携わっているスタッフ数は全従業員の2.08％であり、
1企業の人件費総額が分かれば、概ねその2.08％が経理担当の給料である
と考えられる。それを経理コストの近似値と理解することができる。
国際会計基準に準拠した財務諸表の作成や連結財務諸表中心の会計制度
が導入されても、「経理スタッフ数に変化を来さない企業」が全体の約40%
を占め、「増員が必要な企業」は約59％であった。何人増加するかについて
は、平均で2人、最大が20人ということだった。つまり、国際会計基準に
準拠した財務諸表の作成や連結財務諸表中心の会計制度は、過半数の企業
に経理コストの増加を強い、具体的には約2人のスタッフの追加を必要と
させるのである。
国際会計基準に準拠した財務諸表の作成や連結財務諸表中心の会計制度
は、多くの企業に経理コストの増加をもたらす。その影響は、経理のアウ
トソーシングが行われていれば、比較的小さいかもしれない。そこで、経
理のアウトソーシングの状況を尋ねたところ、全体の94.2％が、アウトソ
ーシングはしていないということだった。経理のアウトソーシングをしな
い理由として、「適切な経理業務は内部者にしかできない」と「企業機密を
守るため」が過半数を占めていた。つまり、他の業務と異なり経理コスト
を削減する方策は少なく、したがって国際会計基準に準拠した財務諸表の
作成や連結財務諸表中心の会計制度が導入されることで生ずる経理コスト
を、企業はそのまま負担せざるをえないのである。
（須田一幸）
9.一般的事項について
一般的事項に関する質問の趣旨は、企業活動の国際化を反映した会計基
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準国際化の時代を迎えて、わが国企業における会計方針決定の背後にあっ
て、そうした決定に影響を及ぼすと考えられうる要因を明らかにすること
にある。
各質問では「これまで」の傾向と「これから」の傾向をともに問うてい
るので、これら両者間の変化を中心に分析する。
「会計基準国際化の時代を迎えたわが国企業の財務諸表作成時の準拠基
準」を尋ねたところ、「日本甚準」 (12.3％減）から「欧米基準」とりわけ
「IAS」(21.8％増）への移行を検討している企業が増加する傾向を示し
ている。
「事業活動の多角化に伴う資金調達市場の多様化への対応」を尋ねた質
問では、「欧州市場での資金調達企業」が減少して (25.6％滅）、「米国市場
での資金調達を検討している企業」が増加する傾向（3.7％増）を示してい
る。
「企業の今後の資金調達方針」を尋ねた質問では、「メインバンクからの
資金調達を30％以下に抑える企業」が7割強に集中しているのに対して、
3割強の企業が「必要資金の50％以上を資本市場から調達する」意向を有
している。とりわけ、「90％超の資金を資本市場から調達する意向を示した
企業」が、有効回答数の10％あることは注目に値する。
「相互持ち合いの実態とその変化」を尋ねた質問では、金融機関を含む
主要取引先の発行済株式の所有について、「大口所有 (70％超）」を減らす
傾向にあり、また大株主による持株割合も「50％超」が4.4％減少して、「30
％以下」が2.7％増加する傾向にある。
「会計方針決定時の配慮要因」を尋ねた質問では、「実態開示」、「配当政
策」、「株価動向」および「債務契約」への配應が増加し、「利益の安定性」、
「業界慣行」およぴ「税務政策への配慮」が減少傾向にある。この結果は、
本一般的事項の他の質問に対する回答結果の集約的現象と解釈しうる。
後掲のクロス分析も含めて、結局、一般的事項に関する皿答全般を通し
て、次の指摘を可能にさせる。すなわち、財務諸表の作成に際して準拠す
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る基準を日本基準から国際会計基準(IAS)およぴ米国基準にシフトする企
業ほど、実態開示、配当政策、およぴ株価動向を配慮する傾向にあり、し
たがってこうした企業の会計方針の決定が、欧米スタイルに変貌すること
を予想させる。
（松尾幸正）
10.小括
以上の回答結果に関する概括的分析から、以下の事実が判明した。
① 売上高平均が高い業種ほど回答率が高い。
② 連結重視の会計制度一元化への希望が強い。
③ 子会社および関連会社の把握は十分に進んでいるものの、改訂連結原
則にもとづく連結財務諸表の作成手続きに関する検討が未だ十分に進ん
でいない。
④ 金融取引等の会計処理に関して、 i)金融商品に時価評価対象の拡大
余地がある。 i)デリバティプの会計処理に際して為替リスク管理との
整合性が意識されていない。 ii)在外子会社等の財務諸表換算による為
替差損益を親会社の管理の問題と考える傾向にある。
⑤ 研究開発費の会計処理および開示に関して、 i) ソフトよりもハード
開発に比重の高い企業が過半数あるが、ソフト開発の比重の高い企業も
相当数ある。 i)過半数の企業が研究開発費を即時費用処理するが、一
定の基準を満たせば資産への任意計上を選好する企業も相当数ある。ii)
研究開発費総額の開示が企業機密に障害になる企業が4分の 1ある一方
で、障害にならない企業が4割強ある。
⑥ 企業年金の会計処理に関して、 i)年金会計に対する意識の高さは窺
えるものの、年金資産の財政状態についての回答率が低い。 i)年金会
計に関するルール変更の影響として、年金費用・年金債務とも1.5倍程度
増加する企業が最も多く、年金資産を時価評価すれば同資産額が減少す
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る企業が7割強に及ぶ。
⑦ 自己株式取得に関して、 i)インサイダー規制と相場操縦規制が市場
買付けを制約しているとの回答が4割強を占めた。 i)ストック・オプ
ションに自己株式方式と新株引受権方式との間に承認形式の不整合が存
在することが、ストック・オプションの選択に影響する企業が多数を占
めた。 ii) 自己株式の会計処理として資産処理方式を選択する企業が6
割強を占めたが、．資本払戻処理を選択する企業も 3割強ある。
⑧ 経理コストに関して、 i)人件費総額の 2％を経理コストに費やして
いる。 i) IASや連結重視の会計制度の導入は平均2名の追加スタッ
フを必要とするが、そうしたスタッフの追加に伴うコストは当該企業が
負担せざるを得ない。
⑨ 財務諸表の作成に際して準拠する基準を日本基準から国際会計基準
(IAS)および米国基準にシフトする企業ほど、実態開示、配当政策、お
よぴ株価動向を配慮する傾向にあり、したがってこうした企業の会計方
針の決定が、欧米スタイルに変貌することを予想させる。
（松尾幸正）
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第2部 回答結果の分析
凡例：質問の方式と回答の集計について
①質問は、たとえば、以下のような形式で行った。
三
商法決算（商法会計）は個別決算・確定決算を中心とし、証取法会
計（有価証券報告書）は投資家への情報提供を重視して連結決算を中
心とする。このように役割分担することは望ましいと思いますか。
????
ー
?
（望ましくない ←） 
2 3 
1 | ???
??
??
（→望ましい ） 
5 6 
I I 『
大変
望ましい
②これに対する回答の集計にあたっては、基本的に、以下の形式で
統一した。
回答 1 ：ケ｀；，31 ス三I 門~:じ
本調査の質問のすべてを再掲する余裕がないので、次のような工夫を行っている。
集計表では「スケール4」の百分比を省略している。また、スケール番号も省
略した。
回答がどの当りに集中しているかを示すために、回答番号の単純平均値を示した。
③ただし、上記のような統ーフォームで集計することが困難な質問
については適宜集計形式を工夫した。また、数字を書き込んでもら
う形式の質問 (12と32)については、回答のあった数値を統計処理
し、その「平均値、最大値、最小値、標準偏差、メジアン（中位値）
を示した。したがって、これら質問における「平均値」と他の質問
における「平均値」は意味が違うので注意されたい。
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1.回答企業の特性
売上高が大きい企業が回答が多い傾向にあるようなので、送付企業1831
社を売上高によって 4区分に分け、それぞれの区分で回答企業がどれくら
いあったかを見たのが次の表である。
売上高区分別回答率（最左欄の売上高の単位は100万円）
各区分での最高値 回答企業 送付企業 回答率
22,439 90（社） 458（社） 19.65% 
53,435 99 458 21.62% 
143,630 110 458 24.02% 
14,176,418 132 457 28.88% 
総計 431 1,831 
回答企業と送付企業のそれぞれで、製造・非製造の別、上場証券取引所
の別、上場場部の別、連結子会社の有無の別に会社数を計算し、回答率を
算出したものが下の表である。
製造業より非製造の方が回答率は高い。東京に上場している企業より大
阪に上場している企業の方が回答率は高い。一部上場と二部上場では回答
率にほとんど差はみられない。連結子会社のある企業の方が連結子会社の
無い企業より回答率は高い。なお、連結に関して SEC基準を採用している
企業に限定すると、回答率は非常に高い。
属性別回答率
回答企業 送付企業 回答率
製造 275（社） 1,212（社） 22.69% 
非製造 156 619 25.20% 
東京 343 1,526 22.48% 
大阪 88 305 28.85% 
一部上場 227 1,173 23.61% 
二部上場 54 658 23.40% 
連結子会社有 355 1,438 24.69% 
（内SEC基準採用） 11 26 42.31% 
連結子会社無 76 393 19.34% 
合計 431 1,831 23.54% 
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回答企業の業種別に、売上高およぴ総資本経常利益率、売上高経常利益
率、外国人特殊比率、少数特定者持株比率、金融機関持株比率およぴ浮動
株比率についての平均値を下表に示す。売上高およぴ総資本の単位は100万
円であり、各比率の単位は％である。なお、各比率の平均値は各社の単純
平均値である。
総資本 売上高 外国人 少数持 金融機 浮動株売上高 総資産 経常利 経常利 持株比 定者持 関持株
比率益率 益率 率 株比率 比率
鉱業 37,405 121,434 4.41 14.33 12. 70 22.60 51.00 21.40 
建設 205,219 223,216 3.04 2.63 5.38 47.43 34.24 24.51 
食品 168,150 170,693 4.62 4.55 4.62 47.32 31.69 19. 74 
繊維 112,240 164,308 2.25 1.95 5.81 42.60 32.99 29.18 
/ゞ Jレプ・紙 40.645 64.177 2.77 4.39 4.18 49.23 35.43 18.65 
化学工業 130,334 168,330 4. 76 5.69 6.89 44.85 32.36 26.13 
医薬品 172,575 303,103 10.05 18.56 17.37 43.50 42.84 19.68 
石油 1,104,035 845,162 0.92 1.01 15.63 41.12 40.15 22.08 
ゴム 107,524 128,916 4.20 4.64 8.05 48.55 25.13 22. 78 
ガラス・土石 54,960 74. 783 2.63 3.31 2.95 61.47 23.97 20.98 
鉄鋼業 367,263 595,698 2.63 3.85 8.58 43.44 45.10 18.15 
非鉄金属等 145,089 157.855 3.69 3.92 5.83 45.78 33.26 26.49 
機械 81,590 98,256 3.98 5.98 4.42 49.30 30.95 26.32 
電気機器 435,641 441,994 4.28 5.06 10.06 47.12 33.56 24.93 
造船 502,612 545,918 5.51 5.98 9.80 27.60 52.20 27.50 
自動車 722,281 551,827 4.88 4.19 7.40 56.48 35.12 13,97 
その他輸送 73,460 83.677 1. 70 1.89 5.00 51.58 35.33 21.93 
精密機器 90,673 109,287 4.63 5. 75 7.55 47.50 33.85 25.18 
その他製造 119,239 120,316 6.08 6.46 4.99 49.86 29.27 26.43 
商社 1,055,577 376,017 3.16 2.28 5.37 47.38 35.37 22.96 
小売業 228,829 137,782 4.61 4.39 6. 79 53.29 28.33 17.68 
その他金融 142,686 757,541 3.53 18. 74 16.50 43,80 51.00 2. 70 
不動産 33,124 84,598 4.14 11.08 11.31 64.10 17.63 15.15 
鉄道・バス 447,902 1.423, 758 1.51 4.26 3.48 34.63 27.23 38.36 
陸運 68,439 66,332 7.53 6.65 2.80 54.07 39.50 16. 77 
海運 71,320 53,153 2.41 0.68 3.10 61.01 23.61 24.10 
空運 461.713 546,289 3.69 2.59 3.15 35.00 30.10 25.15 
倉庫・運輸 27,154 24,535 1.19 1.13 2.40 61.67 29.50 23.25 
通信 349,157 518,064 6.57 9.15 2.75 51.25 32.90 11.85 
電力 1,250.829 3,393,614 1.23 3.25 8.17 29.90 47.13 24.13 
ガス 543,977 849,711 2.40 3.53 5.23 41. 70 44.13 21.83 
サービス業 80,028 128,189 5.64 7.47 2.58 58.25 23.05 21.45 
平均 323,047 298,570 3.99 4.77 6. 71 48.27 32.86 23.44 
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さらに、連結に関して、業種別に見ておくことにする。連結子会社を有
する企業数、回答企業数およぴ連結子会社を有する企業数の回答企業数に
対する割合については、業種別に値を示す。そして、連結子会社数、連結
売上高および連結売上高十個別売上高については業種別企業の平均値を示
す。なお、割合の単位は％であり、連結売上高の単位は100万円である。
連結子
回答企 連結子会 連結売上
連結売上
会社有 連結割合 高十個別
企業数
業数 社数 高
売上高
鉱業 1 1 100.00 13.00 60,255 1.61 
建設 24 38 63.16 6.04 164,055 1.06 
食品 17 19 89.47 11.71 217,737 1.13 
繊維 12 16 75.00 24.50 233,986 1.35 
Jゞルプ・紙 4 4 100.00 6.00 45,074 1.06 
化学工業 27 32 84.38 16.26 201.295 1.26 
医薬品 8 12 66.67 22.00 268,108 1.19 
石油 4 6 66.67 35.75 2,001,144 1.22 
ゴム 4 4 100.00 25.00 202,357 1.53 
ガラス・土石 4 6 66.67 11.50 89,415 1.24 
鉄鋼業 7 8 87.50 23.00 570,189 1.24 
非鉄金属等 20 23 86.96 20.45 225,703 1.22 
機械 37 44 84.09 12.89 116,150 1.17 
電気艤器 50 56 89.29 56.18 754,062 1.28 
造船 1 1 100.00 43.00 635,234 1.26 
自動車 16 17 94.12 24.25 967,845 1.17 
その他輸送 4 4 100.00 13.25 107,076 1.33 
精密機器 8 8 100.00 17.00 115,652 1.24 
その他製造 12 15 80.00 17.42 162,494 1.19 
商社 36 42 85.71 51.44 1,320,535 1.16 
小売業 21 27 77.78 15.57 323,096 1.16 
その他金融 ゜ 1 0.00 不動産 7 8 87.50 6. 71 38,394 1.22 
鉄道・パス 7 8 87.50 46.29 704,786 1.69 
陸運 2 3 66.67 12.00 105,931 1.12 
海運 8 8 100.00 22.25 89,188 1.07 
空運 2 2 100.00 30.50 529,178 1.08 
倉庫・運輸 4 6 66.67 7.75 37,745 1.25 
通信 I 2 50.00 13.00 401,220 1.24 
電力 3 3 100.00 3.00 1,270,731 1.02 
ガス 3 3 100.00 11.00 629,779 1.11 
サーピス業 1 4 25.00 2.00 98,550 1.05 
合計（又は平均） 355 431 82.37 26.10 465,441 1. 21 
（木本圭一）
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2. 日本の会計制度のあり方について（質問 1～質問4)
2-1.質問の意図
会計基準の国際化対応をめざした連結財務諸表原則の改訂に伴い，証券
取引法会計（以下，証取法会計と略称）は連結主・個別従へとその重点を
移行するに至った。それとともに， トライアングル体制の一環をなす商法
会計およぴ税務会計が今後いかなる国際化対応を示すかあるいは示さない
（現状維持）か重大な関心のもたれるところである。このような証取法会
計の連結重視へのシフトに対し，商法会計に関しては連結決算の導入，税
務会計に関しては確定決算主義の取り扱いおよぴ連結納税制度の導入に関
して何らかの対応が考えられる。このような商法会計およぴ税務会計の今
後の可能な変化に対する上場企業（調査対象企業）の意識ないし期待につ
いて調査している。
2-2．質問ごとの概要
(1)質問 1「商法決算と証取法会計の役割分担」（有効回答数 431) 
スケール 1~ 3 
望ましくない
回答＇
50.5% 
スケール 5~ 7 
望ましい
32.2% 
回答の重心
平均値
3.6 
証取法会計は， とくに会計基準の国際化対応のもとにおける投資家の意
思決定に役立つ情報の提供を重視して，連結決算へ移行した。これに対し，
商法会計は，株主保護のもとに従来通り個別決算と確定決算主義を維持す
ること，すなわち証取法会計と商法会計との役割分担ないし棲み分けを行
うことも考えられる。このような個別決算・確定決算の維持と，国際化対
応（とくに国際証券資本市場での資金調達）のための IAS等準拠の連結
決算との役割分担の動きはドイツの商法一部改正等にみられる。
そこで，商法決算（商法会計）は個別決算・確定決算を中心とし，証取
法会計（有価証券報告書）は投資家への情報提供を重視して連結決算を中
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心とするという形で役割分担することは望ましいかどうか尋ねてみた。こ
れに関して役割分担が望ましいとする回答が32.2％であるのに対し，望ま
しくないとする回答が50.5％と半数を超えた。
(2)質問 2「商法における連絡決算の導入」（有効回答数 430) 
望ましくない
回答＇
17.9% 
望ましい
62.3% 
平均値
4.8 
持株会社の解禁に伴い，持株会社制度の採用とともに連結財務諸表の重
・要性が益々増大することとなる。そこで，質問 1のように役割分担を選好
し個別決算を重視する方向とは逆に，商法決算もまた連結決算へ移行する
ことが望ましいとする方向も当然考えられる。
このような観点から商法決算にも連結決算の導入が望ましいかどうか尋
ねてみた。これについては連結決算の導入が望ましいという回答(62.3%)
が，望ましくないとする回答 (17.9%）を大きく上回った。
(3)質問 3「商法決算と税務計算の分離」（有効回答数 431) 
望ましくない
回答＇
48.1% 
望ましい
32.7% 
平均値
3.7 
会計基準の国際化対応に関連して批判される風潮の一つに，商法会計と
税務会計との間における確定決算主義の存在がある。確定決算主義が，個
別決算と税法の逆基準性とに深く結ぴつき，連結決算・連結納税の導入を
難しくしているのではという疑問からは，確定決算主義を見直し，商法決
算と税務計算とを別立てにすること（分離主義）も考えられる。これは，
アメリカの連結納税制度さらに連結会計制度が分離主義を前提にして発展
してきたとする見方にも依拠するものである。
そこで確定決算主義を見直し，商法決算と税務計算を別立てにすること
（分離主義）の可否を尋ねてみた。これについては，望ましいとする回答
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(32.7%）よりも，望ましくないとする回答 (48.1%）の方が上回った。
(4)質問4「連結納税制度の導入」（有効回答数 430) 
回答
望ましくない
10.7% 
望ましい
72.0% 
平均値
5.3 
アメリカでは連結納税制度が連結財務諸表制度の発展を促してきた経緯
がある。証取法会計が連結決算を中心とするのに対し．一方で商法会計（個
別決算），税務会計（個別納税）は現行のままという方向と，他方で商法会
計＝連結決算，税務会計＝連結納税という新たな一元化の方向とが，両極
にあるものとして想定される。もとよりその両極の間にはさまざまのバリ
エーションも考えられる。
そこで調査対象企業が，いずれの方向を指向しているかをうらなう手が
かりとして，連結納税制度導入の可否について尋ねてみた。これに関して
は，導入賛成が72.0％と，望ましくないとする回答 (10.7%）よりも大き
く上回った。
2-3. クロス分析と業種別集計
(1) クロス分析
質問2 質問 3 質問4
1~3 5~7 1~3 5~7 1~3 5~7 
① ② ③ 
質問
1-31 18 1801 110 791 13 178 
5-7 I 41 62 I 61 45 I 22 86 
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(2)業種別集計
質問 1 質問 2 質間 3 質問 4
社 平均 社 平均 社 平均 社 平均
鉱業 1 3 00 1 5.00 1 4.00 1 7.00 
建設 38 3.68 38 4. 76 38 2.95 38 4.97 
食品 19 2.84 19 4.53 19 3.47 19 5.42 
繊維 16 3.38 16 4.63 16 3.88 16 5.38 
パルプ・紙 4 3. 75 4 4.25 4 3.25 4 6.00 
化学工業 32 3.50 32 4.94 32 3 25 32 5.34 
医薬品 12 3.25 12 5.50 12 4.75 12 5.25 
石油 6 2.83 6 5.17 6 3.67 6 6.00 
ゴム 4 3.00 4 6.00 4 4.50 4 6.25 
ガラス・土石 6 4.50 6 4.83 6 3.50 6 5.33 
鉄鋼業 8 4.00 8 4.50 8 4.25 8 5.13 
非鉄金属等 23 3.61 22 3.91 23 3.48 22 5.09 
機械 44 3.73 44 4.61 44 3.66 44 5.23 
電気機器 56 3.88 56 4. 75 56 3. 73 56 5.29 
造船 1 3.00 1 4.00 1 4.00 1 5.00 
自動車 17 3.29 17 5.24 17 4.29 17 5.65 
その他輸送 4 4 25 4 4.50 4 4.00 4 5.50 
精密機器 8 2 63 8 5.63 8 5.50 8 6.13 
その他製造 15 3.13 15 5.40 15 4.07 15 5.60 
商社 42 3.71 42 5.17 42 4.05 42 5.43 
小売業 27 3. 70 27 4.37 27 3.30 27 5.04 
その他金融 1 4.00 1 4.00 I 3.00 1 6.00 
不動産 8 4.63 8 5.00 8 2.50 8 5.00 
鉄道・バス 8 3. 75 8 4.25 8 3.75 8 6.13 
陸運 3 2.67 3 5.33 3 2.67 3 5.00 
海運 8 3.50 8 5.63 8 4.25 8 5.75 
空運 2 2.00 2 6.00 2 3.50 2 6.50 
倉庫・運輸 6 4.17 6 4.00 6 4.17 6 4.17 
通信 2 3.50 2 5.00 2 4.00 2 5.00 
電力 3 5.33 3 3.00 3 4.33 3 5.67 
ガス 3 3.67 3 4.33 3 2.67 3 4.67 
サービス業 4 3.25 4 6.00 4 4.25 4 6.50 
総計 431 3.60 430 4.80 431 3.70 430 5.34 
（郡司 健）
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3.連結財務諸表原則の改訂について（質問5～質問12)
3-1.質問の意図
企業会計審議会は1997年6月6日に『連結財務諸表制度の見直しに関す
る意見書』を公表し，そこにおいて，連結情報充実の観点から連結財務諸
表原則の改訂を行っていた。そのことから，今回の連結原則の改訂におい
ては連結財務諸表の作成手続に少なからぬ変更が行われているのである。
そこで，ここにおいてはその主要な改訂点を中心に質問を行うことによっ
て，それに対する企業の対応およびその影響を探ることを目的としている。
3-2.質問ごとの概要
(1)質問5「連結財務諸表と利害関係者」（有効回答数 430) 
親会社 子会社 親会社 子会社 親会社 子会社Iその他
回答 I株主 株主 債権者 債権者 従業員 従業員
87.2% 21.8% 60.1% 28.3% 25.8% 16. 7% 112.5% 
連結財務諸表の作成については親会社説と経済的単一体説という 2つの
考え方があるが，いずれの説を採るかによって連結財務諸表の性格に基本
的な相違が生じることになる。そこで，この質問ではそのことを踏まえて
連結財務諸表においていかなる利害関係者が想定されているのかを尋ねて
いる。
回答集計結果によれば，親会社の株主および債権者という回答を行って
いる企業が多く認められる(87.2％および60.1%）。また，それよりは下回
るが，子会社の債権者 (28.3%），親会社の従業員 (25.8%）を挙げている
企業もみられる。さらに，少数ではあるが，その他として「親会社」，「親
会社の投融資判断」という回答を行っている企業がある。
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(2)質問 6 「個別財務諸表の簡索化」（有効回答数 431) 
簡索化に 1 簡索化に I 平均値
回答 I 反対 賛成
II.I% I 75.2% 5.2 
改訂連結原則においては，従来の個別情報を中心としたディスクロージ
ャーから連結情報を中心とするディスクロージャーヘの転換が図られてお
り，その一環として個別情報の簡索化が提起されている。そこで，この質
問では情報利用者の立場からみて個別財務諸表の簡索化の是非について尋
ねている。
回答集計結果によれば，多くの企業が簡索化に賛成であると回答してい
る (75.2%）。
(3)質問 7 「基準性の原則の必要性」（有効回答数 431) 
回答 1原:'.:：要 1原！l：要 1 平：］直
連結財務諸表は原則的には一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して作成された個別財務諸表を基礎として作成されることになって
いる（基準性の原則）。しかし，当該個別財務諸表が財政状態および経営成
績を適正に示していない場合には，連結財務諸表の作成上これを適正に修
正して連結を行うことが要求されているのである。そこで，この質問では
連結財務諸表と個別財務諸表との間に基準性の原則が必要かどうかを尋ね
ている。
回答集計結果によれば，多くの企業が基準性の原則が必要であると回答
している (71.2%）。
(4)質問 8 「(1)連絡の範囲と(2)関連会社の範囲」（有効回答数 (1)429, 
(2)428) 
回答(1)| l 縮小 変化なし 拡大
平均値
0.2% 49.2% 50.6% 4. 7 
回答(2)l 
縮小 変化なし 拡大 平均値
6.2% 55.4% 38.3% 4.4 
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改訂連結原則においては，子会社および関連会社の範囲を判定する基準
が持株基準から支配力基準および影響力基準にそれぞれ移行されることに
なっている。そこで，この質問ではかかる子会社および関連会社の範囲を
判定する基準の移行によって連結の範囲および関連会社の範囲がどのよう
な変化を受けることになるかを尋ねている。
回答集計結果によれば，多くの企業が連結の範囲および関連会社の範囲
に変化はないという回答を行っている（連結の範囲 49.2%，関連会社の範
囲 55.4%）。また，変化があると回答した企業についてみてみると，若千
拡大するという企業がそのうちの多くを占めている（連結の範囲 50.8％の
うち35.2%，関連会社の範囲 44.5％のうち29.0%）。
(5)質問9「範囲の変更の連結利益への影響」（有効回答数 (1)428, (2) 
428) 
回答(1)！; 滅少 変化なし 増加 平均値
15.3% 60.0% 24.7% 4.1 
回答(2)l; 減少 変化なし 増加 平均値
14.3% 66.6% 19.2% 4.0 
改訂連結原則における子会社および関連会社の範囲を判定する基準の移
行に伴い，連結の範囲および関連会社の範囲に変更が生じることになるは
ずである。そこで，この質問ではかかる連結の範囲およぴ関連会社の範囲
の変更によって連結利益にいかなる変化が生じることになるかを尋ねてい
る。
回答集計結果によれば，多くの企業が連結利益への影響はないという回
答を行っている（連結の範囲の変更 60.0%，関連会社の範囲の変更 66.6
％）。また，影響があると回答した企業についてみてみると，若干変化する
という企業がそのうちの多くを占めている（連結の範囲の変更 40.0％のう
ち35.8%，関連会社の範囲の変更 33.5％のうち30.2%）。しかも，その場
合に，若干増加するという企業の方が若干減少するという企業を上回って
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いる（連結の範囲の変更若干増加22.2%；若干減少13.6%，関連会社の範
囲の変更若干増加17.8%；若干減少12.4%）。
(6)質問10「資本連結手続きの選択」（有効回答数 403) 
部分時価評価法 I全面時価評価法
回答 ＇ 
58.8% | 41.2% 
改訂連結原則においては，資本連結手続として部分時価評価法と全面時
価評価法の 2つの方法を挙げ，そのうちからの選択適用を認めている。そ
こで，この質問では資本連結手続として部分時価評価法と全面時価評価法
のいずれを選択するつもりかを尋ねている。
回答集計結果によれば，部分時価評価法を選択するという回答の方が若
干ではあるが多く認められる (58.8%）。
(7)質問11「子会社資産負債の時価評価」（有効回答数 428) 
，困難である I困難でない
回答
64.0% I 1s.s% 
平均値
3.3 
改訂連結原則において認められている資本連結手続においては，部分時
価評価法と全面時価評価法のいずれを選択する場合にも，子会社の資産お
よび負債を公正な評価額（時価）によって評価することが必要となる。そ
こで，この質問では子会社の資産および負債を時価評価することにどの程
度の困難性があるかを尋ねている。
回答集計結果によれば，多くの企業が子会社の資産および負債を時価評
価することは困難であると回答している (64.0%）。
(8)質問12「連結調整勘定の償却」（有効回答数 407) 
固答 1~5 1 6~1° | 11~15| 16~20 1その他 1平均値 1最大値 1最少値 1標準偏差 Iメノア／
22.1% 1 st.6% 111 0% I 0.2% I 6.4% I 2.1% I 5.7 I 20 I o I s.o 
改訂連結原則においては，資本連結の結果生じる連結調整勘定について
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原則として20年以内に定額法その他合理的な方法により償却することにな
っている。そこで，この質問では連結調整勘定の償却期間としてどの程度
の期間を選択するつもりかを尋ねている。
回答集計結果によれば，多くの企業が連結調整勘定を即時償却(22.1%)
を含めて 5年以内に償却すると回答している (73.7%）。しかし，その一方
で6~10年で償却すると回答している企業も17.0％ある。
3-3．クロス分析と業種別集計
(1) クロス分析
本テーマに係わる10の質問項目に対する回答集計結果を相互にクロスさ
せ、交点にその度数を示したのが次ページ以下の表である。ただし、その
場合に、質問 5については「その他」と答えている回答を、質問 8 (1) 
についてはスケール 3と答えている回答を、また、質問12については「そ
の他」に分類される回答をそれぞれ除外した集計値に基づいている。
(2)業種別集計
業種別分析を行うために，各質問項目に対する回答結果を業種別に集計
したものが下表である。ただし，その場合に， 7点リカード・スケールおよ
び実数値で回答を求めている質問項目については該当会社数と平均値を，
また，選択回答を求めている質問項目については各選択肢ごとの該当会社
数をまとめたものである。なお，質問 5において「その他」と答えている
回答および質問12において「その他」に分類される回答については当該質
問項目の集計から除外している。
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質問 5 質問 6 質問 7 質問 8(1) 質問 8(2) 
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
社 社 社 社 社 社 社 平均 社 平均 社 平均 社 平均
鉱業 1 ゜1 ゜1 ゜1 6.00 1 6.00 1 5.00 1 5.00 建設 35 9 25 12 7 4 38 5.05 38 4.87 37 4.78 37 4.49 
食品 15 2 10 3 6 4 19 5.21 19 4.74 19 4.95 19 4.84 
繊維 15 4 14 5 6 4 16 5.06 16 4.69 16 5.00 15 4.47 
パルプ・紙 3 1 2 1 2 ゜4 5.00 4 4.75 4 5.25 4 3.75 化学工業 29 7 21 17 12 ， 32 5.06 32 5.28 32 4.59 32 4.31 
医薬品 11 2 7 1 3 1 12 5.58 12 4.42 12 4. 75 12 4.33 
石油 6 1 3 2 ゜゜ 6 4.50 6 4.83 6 4.83 6 4.67 ゴム 4 1 3 1 3 2 4 6.25 4 5. 75 4 4.00 4 4.00 
ガラス・土石 6 1 3 ゜1 1 6 4.50 6 5.67 6 5.17 6 4.33 鉄鋼業 4 1 4 2 ゜1 8 5.00 8 5.50 8 5.38 8 5.25 非鉄金属等 18 4 10 5 2 3 23 5.22 23 5.17 22 4.55 22 4.50 
機械 36 13 28 11 10 6 44 5.11 44 5 39 44 4.64 44 4.34 
電気機器 52 15 33 14 15 10 56 5.48 56 4.93 56 4.61 56 4.32 
造船 1 ゜1 ゜゜゜1 6.00 1 6.00 1 4.00 1 4.00 自動車 14 3 11 5 5 5 17 4.94 17 5.12 17 4.94 17 4.35 
その他輸送 4 ゜2 1 2 1 4 5.00 4 5.25 4 4.25 4 4.50 精密機器 8 ゜
4 -1 4 2 8 5.75 8 5.38 8 4.50 8 4.25 
その他製造 11 4 6 3 4 4 15 5.53 15 4.33 15 4.47 15 4.13 
商社 37 12 24 18 12 6 42 5.21 42 5.40 42 4. 71 42 4.62 
小売業 22 6 18 10 7 4 27 4.89 27 5.33 27 4.63 27 4.67 
その他金融 1 1 1 ゜1 1 1 6.00 1 7.00 1 5.00 1 5.00 不動産 8 ゜3 ゜1 ゜8 4.50 8 4 75 8 4.38 8 4.13 鉄道・バス 8 3 8 2 3 1 8 5.63 8 6.00 8 5.00 8 4.25 
陸運 3 1 ゜゜゜゜ 3 5.33 3 5.33 3 5.00 3 4.00 海運 6 ゜6 2 2 ゜8 5.25 8 5.88 8 4.25 8 4.25 空運 2 1 1 1 2 2 2 5.00 2 6.00 2 5.50 2 5.00 
倉庫・運輸 5 ゜3 1 ゜゜ 6 5.33 6 4.83 6 5.17 6 3.67 通信 2 ゜1 2 ゜゜ 2 4.50 2 4.50 2 4.50 2 4.00 電力 3 1 1 ゜゜゜3 5.67 3 3.67 3 4.67 3 4.33 ガス 3 ゜3 ゜゜゜3 4.67 3 4.33 3 5.00 3 4.67 サービス業 3 1 2 2 ゜1 4 5.25 4 3.75 4 4.25 4 4.25 総計 376 94 259 12 ll 72 431 5.19 431 5.10 429 4.71 428 4.42 
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質問9(1) 質問9(2) 質問10 質問11 質問12
① ② 
社 平均 社 平均 社 社 社 平均 社 平均
鉱業 1 3.00 1 4.00 ゜1 1 3.00 1 6.00 建設 37 4.05 37 3.89 20 14 38 3.37 36 4.25 
食品 19 3.74 19 4.00 10 ， 19 3.11 19 6.05 
繊維 16 3.88 16 4.06 ， 7 16 3.31 14 5.36 
パルプ・紙 4 5.00 4 3. 75 1 3 4 3.75 4 2.50 
化学工業 32 4.13 32 3.94 19 12 32 3.06 32 7.13 
医薬品 12 4.33 12 4.33 3 6 12 3.17 1 5.45 
石油 6 4.00 6 3.83 4 1 6 2.17 4 8. 75 
ゴム 4 3.75 4 3. 75 2 2 4 3.50 4 10.0 
ガラス・上石 6 4.33 6 3.50 2 4 6 2.83 6 4.17 
鉄鋼業 8 4.25 8 4.63 3 3 8 2.88 6 5.83 
非鉄金属等 22 4.14 22 4.00 14 7 22 3.23 21 6.48 
機械 44 4.02 44 4.11 30 13 44 3.43 43 5.00 
電気機器 56 4.20 56 4.11 35 17 56 3.86 49 5.67 
造船 1 4.00 1 4.00 1 ゜1 2.00 1 20.00 自動車 17 4 35 17 4.24 ， 7 17 2 88 16 5.50 
その他輸送 3 4.00 3 4.00 4 ゜4 3. 75 4 7.50 精密機器 8 3.88 8 3.88 2 5 8 3.38 7 3.57 
その他製造 15 4.53 15 4.00 8 7 15 3.27 14 5.57 
商社 42 4.10 42 4.12 21 20 42 3.38 38 5.92 
小売業 27 3 96 27 3.89 13 1 26 3.00 26 6.92 
その他金融 1 5.00 1 5.00 1 ゜1 2.00 1 0.00 不動産 8 4.00 8 4.13 4 4 8 3.63 8 4.38 
鉄道・バス 8 4 13 8 4.13 4 4 8 1.63 8 4.38 
陸運 3 4.33 3 4.00 2 ゜3 3.33 3 3.33 海運 8 3.88 8 4.00 7 1 8 3.00 6 5.00 
空運 2 4 00 2 4.50 2 ゜2 2.00 1 5.00 倉庫・運輸 6 4.33 6 3.33 4 2 6 4.00 5 5.00 
通信 2 3.50 2 4.00 1 1 2 2.00 2 12.50 
電力 3 4 00 3 4.00 1 1 3 2.33 2 2.50 
ガス 3 4.67 3 4.33 ゜2 3 2.33 2 2.50 サーピス業 4 3.75 4 4.25 1 2 3 3.67 2 7.50 
総計 428 4.10 428 4.04 237 166 428 3.26 396 5.67 
（高須教夫）
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4.金融取引等の会計処理について（質問13～質問18)
4-1.質問の概要
質問の趣旨は、金融商品や外貨換算の会計処理が金融リスクの管理と整
合性があるかどうかを確認することにある。このために、会計処理は取引
実態を的確に反映するか否かについて直接問いかける質問と、より一般的
にリスク管理や業績評価の実態を問いかける質問を行なった。ただし、多
岐にわたる金融取引を一括して問いかけているために、回答しにくい面も
あることから、スケール4の比率がある程度高くなることは予想していた。
4-2.質問ごとの概要
本テーマに関する 6つの質問については、質問16を除いて、「どちらとも
いえない」とする回答が高いという特徴があった。とくに質問15にその傾
向が強く、同時に回答分布が左右対称となった。以上の点に留意しつつ、
回答の分析を試みたい。
(1)質問13「金融商品の時価評価」（有効回答数 426) 
回答
反映されない
6.3% 
反映される
46.9% 
平均値
4.7 
本問は、金融商品の時価の変動を財務諸表に反映させるために時価評価
を導入することに対する見解を問うている。回答によると、現在より時価
評価の対象となる金融商品が多くなればなるほど、会社の財務活動の実態
が、財務諸表において、より的確に反映されるという回答が支配的である。
(2)質問14「金融商品の混合評価」（有効回答数 421) 
回答
反映されない
9.8% 
反映される
47.1 
平均値
4.6 
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本問は、金融商品の評価やヘッジ会計の導入を考えるにあたり、金融商
品の種類や保有目的等の違いを会計処理に反映させることに対する見解を
問うている。回答によると、回答会社の実態に照らしてみると、金融商品
の種類別・目的別に評価基準が異なる会計処理は会社の取引実態を財務諸
表に的確に反映するとする回答が支配的である。
(3)質問15「会計処理と為替リスク管理」（有効回答数 415) 
整合性が
回答 1 得られる
21.7% 
整合性が
得られない
21.4% 
平均値
4.0 
本問は、外貨建金銭債権債務に付された通貨関連デリバテイプが当該債
権債務に反映される一方で、その他の通貨関連デリバテイプは貸借対照表
にその存在が示されないという現在の会計処理と会社の為替リスク管理の
整合性に対する見解を問うている。回答によると、現在の会計処理では為
替リスク管理との間で整合性が得られないとする回答と、整合性が得られ
るとする回答は同程度であった。また、平均値も考慮すると、本問からは
明確な回答の傾向は読み取れない。このことは、為替リスク管理との整合
性を意識することなく会計処理が行われているという現実を表していると
解しうる。
(4)質問16「金融リスク管理のタイプ」（有効回答数 424) 
平均値，個別管理である I統合管理である
回答
51.6% I 21.2% 3.4 
本問は、各種の金紬リスクを管理するに際して、できる限り個々のリス
クを管理することにしているか、できる限り統合して管理することにして
いるかというリスク管理の実態を問うている。回答によると、金融リスク
については、個別管理を行なう会社が支配的である。ただし、金融リスク
の統合管理を行なう会社が21％にも達する点で対立的な会社の存在に注目
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しておく必要がある。
(5)質問17「換算差損益の管理」（有効回答数 398) 
回答
親会社の問題
40.2% 
子会社の問題
15.9% 
平均値
3.5 
本問は、在外子会社等の財務諸表の換算から生ずる為替差損益を本国親
会社の管理の問題と考える傾向にあるか、それとも当該子会社等の問題と
考える傾向にあるかという換算差損益に対する対応の実態を問うている。
回答によると、財務諸表の換算から生ずる為替差損益は親会社の管理の問
題であるとする会社が支配的である。
(6)質問18「換算後財務諸表の有効性」（有効回答数 398) 
回答
有効でない
23.3% 
有効である
33.8 
平均値
4.1 
本問は、質問17を前提とした上で、現行の外貨建取引等会計処理基準に
従った換算後の在外子会社等財務諸表が、当該子会社等の業績評価を行な
う上で有効であるかいなかを問うている。回答によると、有効であるとす
る回答が有効でないとする回答を上回っているが、どちらかの回答が支配
的であるというよりはむしろ回答は分かれていると見るのが妥当な解釈で
あろう。
4-3. クロス分析と業種別集計
(1) クロス分析
6つの質問を相互にクロスさせて検討することが何らかの知見を生み出
すかもしれない。各質問の回答をクロスさせ交点に度数をしましたものが
次ページの表である。
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質問14 質問15 質問16 質問17 質問18
1~3 1 5~7 | 1~3 | 5~7 | l~3 | 5~7 | 1~3 | 5~7 | 1~3 | 5~7 
丁？~ tg 140 I :2 3 I 19 5 
5-7 I 19 140 I 62 
?? ?? ??
④ 
12 3 
??
?
7 
55 122 59 95 40 53 75 
⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 
7 21 11 14 1 10 7 
89 30 51 74 
⑩ ⑪ ⑫ 
15 21 31 
16 23 42 
⑬ ⑭ 
(2)業種別集計
業種別分析を行なうために各業種ごとにサンプルがいくらあれかよいか
は重要な問題である。次ページの表は社数と回答の平均値をまとめたもの
である。
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質問13 質問14 質1m15 質間16 質問17 質問18
社 平均 社 平均 社 平均 社 平均 社 平均 社 平均
鉱業 l 4.00 1 5.00 1 4.00 1 5.00 1 3.00 1 5.00 
建設 37 4.65 37 4.24 37 3.92 37 3.81 35 4.11 35 4.17 
食品 19 4.89 19 4. 79 19 4.37 19 2. 74 19 3.63 19 3.11 
繊維 16 4.56 16 4.56 16 3.75 16 4.06 16 4.06 16 4.19 
パルプ紙 4 5.50 4 5.50 4 3.25 4 3.00 4 3. 75 4 4.50 
化学工業 32 4.62 31 4. 74 30 3. 73 32 3.35 29 3.52 29 3.69 
医薬品 1 5.00 1 5.45 11 3.91 12 3.91 10 3.30 10 3. 70 
石油 6 5.17 6 4.33 5 4.60 6 3.67 5 3.00 5 4.20 
ゴム 4 5.00 3 4.00 4 3.50 4 2. 75 4 2.25 4 5.25 
ガラス・土石 6 4.50 5 4.80 5 4.00 6 2.83 5 2.20 5 4.80 
鉄鋼業 8 4.50 8 4. 75 8 3.88 8 3.25 8 4.25 8 3.88 
非鉄金属 23 4.35 23 4.48 23 4.00 23 3.52 22 3.68 22 4.50 
機械 43 4.81 43 4.23 42 3.95 42 3.33 43 3.56 43 4.00 
電器機器 55 4. 78 54 4.61 53 4.36 55 3.49 54 2.98 54 4.20 
造船 I 4.00 1 5.00 1 4.00 1 3.00 1 2.00 1 2.00 
自動車 17 5.29 17 4. 76 17 4.00 17 3.35 16 3.19 16 4.50 
その他輸送 4 4.50 4 4.25 4 4. 75 4 3.00 4 4.25 4 3. 75 
精密機器 8 5.13 7 4.57 7 3.57 8 3.00 8 3.25 8 4.63 
その他製造 15 4.93 15 4.87 15 4.47 15 2.80 15 3.87 15 4.27 
商社 42 4.45 42 4.41 42 3. 74 42 3.40 40 3.53 40 4.15 
小売業 27 4. 74 27 4. 70 27 3. 78 27 3.15 23 3.70 23 3. 70 
その他金融 1 5.00 1 5.00 1 3.00 1 4.00 ゜ ゜不動産 7 4.86 7 4.00 7 4.00 7 4.14 4 3.00 4 3.50 
鉄道パス 8 3.88 8 4. 75 7 4.57 8 4.00 6 5.00 6 4.33 
陸運 3 4.67 3 4.33 3 4.00 3 3.67 3 3.67 3 4.33 
海運 8 4.88 8 5.38 8 4.13 8 2. 75 8 3.63 8 4.13 
空運 2 5.50 2 4.50 2 6.00 2 3.50 2 2.00 2 4.50 
倉庫運輸 6 5.67 6 5.00 6 4.33 6 4.33 5 3.80 5 3.80 
通信 2 3.50 2 2.00 2 4.00 2 2.00 2 2.50 2 4.50 
電力 3 3.67 3 4.67 3 3.00 3 3.67 2 4.00 2 4.00 
ガス 3 4.67 3 4.67 3 5.50 3 3.67 2 3.50 2 5.50 
サービス 4 4. 75 4 4.00 4 3.00 4 3. 75 2 5.00 2 4.50 
総計 426 4. 73 421 4.58 415 4.00 424 3.42 398 3.54 398 4.08 
（柴 健次）
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5.研究開発費の会計処理およぴ開示について（質問19～質問23)
5-1.質問の意図
研究開発活動は、企業の将来の収益性に多大な影響を与える重要な要索
である。このため企業の使用研究投資額は、 1985年度に5兆9,399億円であ
ったものが、 1995年度には 9兆3,959億円と1.6倍近くにも増大している（総
務庁統計局編「平成8年科学技術研究調査報告』 1997年3月、 5頁）。 しかしな
がら、我が国の研究開発費に係わる会計処理基準は不十分であり、このた
めに研究開発費の会計実務は極めて多様で企業間比較が困難になっている
と指摘されている。それ故に研究開発費に関する質問を行ったものである。
なお、本年3月13日付で企業会計審議会より「研究開発費等に係る会計基
準の設定に関する意見書」（以下、「意見書」という）が公表された。我々
のアンケート調査は、以前に述べたように、昨年9月末を回答期限として
実施したものであり、「意見書」公表前の企業側の考え等をうかがうことが
できる。
5-2.質問ごとの概要
(1)質問19「研究開発活動のタイプ」（有効回答数 409) 
回答
ハード型
58.2% 
ソフト型
21.8% 
平均値
3.3 
各企業の研究開発活動には、従来型の新製品・新技術の開発くハードウ
ェア開発型＞によるものに加え、近年の高度情報化社会の急速な進展によ
るコンピュータのソフトウェアの開発くソフトウェア開発型＞があるとい
われている。
回答集計結果によれば、「ソフトウェア開発よりもハードウェア開発の方
に比重の高い企業」の割合は58.2％であり、逆に「ソフトウェア開発の方
に比重の高い企業」は21.8％となっている。ハードウェア開発型の傾向の
強い企業が多いとはいえ、ソフトウェア開発の方がハードウェア開発より
も比重が高いとする企業も相当にあることがわかる。
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(2)質問20「将来の経済的便益との対応」（有効回答数 392) 
回答 I408: I [；% |>;%I:[:%I :［：% I 〗区」：芝6%: :： 
研究開発費に関する会計処理基準を整備する際の重要な論点は、研究開
発費の資産計上の是非にあると思われる。つまり、研究開発活動によって
将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高い、すなわち研究開発活動
と将来の収益との対応関係が認められるのであれば、資産計上は合理的で
あるといえるが、その結びつきが薄いのであれば合理的とはいえない。そ
こでこの質問では、「直近の研究開発投資額のうち、将来に経済的便益をも
たらすと思われる金額の割合」を尋ねたものである。
回答集計結果によれば、この金額の割合を「50％以下」であると回答し
ている企業は全体の78.8％にも達しており、その内「20％以下」と回答し
ている企業は全体の約半数の54.0％となっている。しかしその一方で、21.2
％の企業が「50％を超える」と回答している。
(3)質問21「研究開発費の会計処理」（有効回答数 406) 
9 回答 1発生時費用処理 1 強制資産計上 1 任意資産計上
52.9% I 14.8% I 32.3% 
研究開発費の会計処理基準を整備するために、「企業財務懇談会」ではこ
の会計処理方法として次の三つの方法が検討されている。すなわち、①す
べて発生時に費用処理する方法（米国方式）、②一定の規準を満たすものに
ついて資産計上を強制する方法（国際会計基準方式）＇、そして③一定の規準
を満たすものについて任意に資産計上を認める方法（英国方式）である。
回答集計結果によれば、回答企業の52.9％が、上記①の「すべて発生時
に費用処理する方法」が研究開発活動の実態をより的確に財務諸表に反映
されると考えている。次に多いのは③の「一定の規準を満たすものについ
て任意に資産計上を認める方法」であり、 32.3％となっている。国際会計
基準が採用している②の「一定の規準を満たすものについて資産計上を強
会計基準国際化対応動向調査報告（松尾） （69) 69 
制する方法」については約14.8％となっている。
なお、「意見書」では、「研究開発費は、すべて発生時に費用として処理」
することを企業に求めている。
(4)質問22「研究開発費の資産計上」（有効回答数 400) 
回答
困難である
62.0% 
困難ではない
16.8% 
平均値
3.0 
上記の質問21の研究開発費の会計処理方法のうち②の方法が採用された
場合に、資産計上の是非は将来の経済的便益との結ぴつき、例えば、 (a)明
確に定義された開発プロジェクトの存在、 (b)当該プロジェクトに関連する
費用の識別可能性及ぴ測定可能性、 (c)製品もしくは生産方法の技術的実行
可能性及び商業化の可能性等の一定の規準について各企業は判定すること
が必要であるといわれている。
囮答集計結果によれば、「これらの判定規準を実務に適用する場合に、困
難を感じる」という企業の割合は62.0％であり、逆に「困難を感じない」
企業の16.8％をはるかに上回っている。
(5)質問23「研究開発費総額と企業機密」（有効回答数 406) 
回答
障害になる 1障害にならない
27.6% I 43.1% 
平均値
4.3 
研究開発活動に関する情報は、現在、損益計算書の一般管理費として、
そして一部の企業では貸借対照表において繰延資産として記載されている
だけではなく、有価証券報告書の「事業の概況」及ぴ「企業集団等の状況」
の中で研究開発活動の状況が記述説明されている。しかし、この研究開発
活動の記述説明にあたっては、その状況を概括的に説明することとされ、
記載内容・範囲は企業の裁量に任されており、研究開発費総額の記載も任
意とされている。それ故に企業間比較は困難であるとの指摘がなされてい
る。この企業間比較を妨げさせている理由の一つに、研究開発活動に関す
る情報開示は、企業秘密の観点から障害になるからであるとの指摘がある。
質問では、「研究開発費に含められる費用の内容が明確に定義された場合
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に、企業間比較を可能にするため研究開発費用の総額を有価証券報告書で
開示することは、企業秘密の観点から障害になるかどうか」を尋ねたが、
「障害になる」と回答している企業は27.6％であり、「障害にならない」と
回答している企業は43.1％となっている。それ故、「障害になる」と回答し
ている企業は全体の 4分の 1にすぎないのである。
なお、「意見書」では、一般管理費およぴ当期製造費用に含まれる研究開
発費の総額を財務諸表に注記することを求めている。
5-3. クロス分析と業種別集計
(1) クロス分析
質問20
1,2|3,4止6| 7 
① 
l 
質問21
2 
② 
質問
19 
| 1~3 23 96 60 5° | 121 33 
5-7 I 16 30 20 20 I 58 13 
⑤-5 
(2)業種別集計
質問22 質問23
3 1~3 5~7 l~3 5~7 
③ ④ 
84 1171 37 78 106 
18 48 12 18 37 
⑥ ⑦ 
16 I 29 6 20 16 
94 27 37 24 
16 29 49 
18 22 43 
⑧ ⑨ 
25 58 93 
20 12 32 
質問21を除く質問項目の回答は、 7点リカート・スケールによるため、
次頁の表では業種別に回答会社数と平均値を示している。一方、質問21で
は、 3つの選択肢から選んでもらう方式であるため、平均値ではなく、各
選択肢を選んだ会社数の割合を示している。
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質問19 質問20 質問21 質問22 質問23
1 2 3 
社 乎均 社 平均 社 ％ ％ ％ 社 平均 社 平均
鉱業 1 5.00 1 2.00 1 100.00 ゜゜1 3.00 1 3.00 建設 38 3.39 38 4.11 38 50.00 15. 79 34.21 37 3.24 37 4.22 
食品 19 2. 79 18 4.00 19 47.37 15. 79 36.84 19 2.84 19 4.32 
繊維 16 3.25 16 4.69 16 56.25 12.50 31.25 16 3.13 16 4.13 
パルプ紙 4 2.50 4 4.75 4 75.00 ゜25.00 4 2.50 4 2. 75 化学工業 32 2.66 32 4.50 32 59.37 9.38 31.25 32 2.53 32 4.28 
医薬品 12 1.67 11 4.64 12 91.67 ゜8.33 12 2.58 12 5.50 石油 5 3.40 5 3.80 5 60.00 20.00 20.00 5 2.60 5 5.40 
ゴム 4 2.50 4 4.75 4 25.00 50.00 25.00 4 3.25 4 5.25 
ガラス・土石 6 2.83 6 5.83 6 33.33 16.67 50.00 6 3.83 6 4.17 
鉄鋼業 8 1.88 7 3.71 8 37.50 25.00 37.50 8 2. 75 8 4.63 
非鉄金属 23 2.61 22 3.91 23 52.17 8. 70 39.13 23 3.09 23 4. 70 
機械 43 2.86 43 4.60 43 39.53 20.93 39.53 42 2.62 43 3.81 
電気機器 56 3.27 54 5.07 56 55.36 7.14 37.50 56 3.21 56 4.32 
造船 1 5.00 1 5.00 1 100.00 ゜゜1 3.00 1 3.00 自動車 17 2.18 17 5.47 17 70.59 11. 76 17.65 17 2.65 17 4.06 
その他輸送 4 3.00 4 5.25 4 ゜50.00 50.00 4 4.50 4 5.00 精密機器 8 3.50 7 4.57 8 37.50 25.00 37.50 8 2.88 8 3.00 
その他製造 15 2.87 15 4.73 15 53.33 20.00 26.67 14 2.93 15 4.33 
商社 37 4.81 33 3.18 35 51.43 20.00 28.57 34 3.09 36 3.89 
小売業 20 4.60 19 4.37 19 52.63 26.32 21.05 19 3.32 20 4.45 
その他金融 1 5.00 ゜ 1 ゜0 100.00 ゜ 1 5.00 不動産 7 4.86 6 3.17 7 57.14 ゜42.86 6 3.67 6 4.67 鉄道パス 6 4.17 6 3.33 6 32.33 ゜66.67 6 3.67 6 5.33 陸運 2 4.50 2 1.50 2 100.00 ゜゜2 4.00 2 4.00 海運 5 5.00 5 3.40 5 60.00 20.00 20.00 5 2.60 5 4.60 
空運 2 5.50 2 6.50 2 50.00 ゜50.00 2 2.50 2 4.50 倉庫運輸 5 5.40 5 3.60 5 60.00 20.00 20.00 5 2.60 5 3.80 
通信 2 4.00 2 5.50 2 50.00 50.00 ゜2 5.50 2 4.50 電力 3 2.00 2 5.50 3 66.67 33.33 ゜3 2.00 3 3.67 ガス 3 2.67 1 7.00 3 66.67 ゜33.33 3 2.00 3 5.00 サーピス 4 4. 75 4 5.50 4 75.00 ゜25.00 4 2.25 4 4.00 総計 409 3.30 392 4.41 406 52.96 14. 78 32.26 40 2.99 406 4.26 
（明神信夫）
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6.年金会計について（質問24~26)
6-1.質問の意図
超高齢化社会の到来を控えて、企業の年金コストは増大し、今後、年金
基金等の運用実態が企業活動に大きく影響していくものと予想される。ま
た、投資者・債権者にとっても、企業年金に関する情報の重要性は高まり
つつある。一方、年金基金は、バプル崩壊後の株価低迷と超低金利政策の
影響によって、予定した運用利回りを達成できず苦しい状況にある。現行
の会計実務に関して、母体企業の側では、年金基金への拠出高を年金費用
とし、年金基金の運用成績や年金債務の金額も簿価ベースで開示されてお
り、今後支払いを必要とされる債務額（将来の年金支払額の現在価値）は
明らかにされていない（現在開示されている責任準備金の金額は、簿価ベ
ースでの基金の積立額である）。また、基金の側の財務諸表においても、一
部の基金（信託基金）を除いて、年金資産の運用利回りと含み損益の分離
表示は行われていない。しかし、改訂国際会計基準第19号 (1998年1月公
表）が導入されるか、 H本の基準がこれに近い形で設定されれば、そのよ
うな年金会計をめぐる状況は大きく変わるであろう。そこで、 IAS公開
草案E54や改訂国際会計基準に示されている考え方にもとづいて、今後変
わろうとしている年金会計基準に対する企業の意識と会計基準変更に伴う
会計数値への影響の大きさに関する質問を行った。
6-2.質問ごとの概要
(1)質問24「発生給付方式の影響」（有効回答数 353) 
回答 立［ミI主I生I;: I生I:1：□平2均7値
年金費用の計上方式が拠出額計上方式から発生給付方式へ変化する際の
年金費用の増加の程度を尋ねた。日本の企業の多くは、年金基金への拠出
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金支出額を年金費用として計上しているが、今後は年金給付債務の発生ベ
ースで年金費用を認識しなければならなくなる可能性が高いからである。
本質問は全質問中で最も回答率の低いものであった。本質問に答えるに
は、アクチュアリーによるシミュレーションが必要であることを考えれば、
81.9％という回答率は、年金会計基準の将来的変更に対する備えがかなり
の程度出来ているといってよいかもしれない。
回答の84.4％は、年金費用が増加すると答えており、年金費用に関する
会計基準の変更の影響が小さくないことを示している。回答は、 2（徴増：
37.1%), 3 (1.5倍程度： 24.9%), 4 (2倍程度： 15.9%）に集中 (77.9 
％）しており、僅かではあるが、年金費用が、 3倍程度および3倍超にな
ると答えた企業もある。
(2)質問25「過去勤務原価計上の影響」（有効回答数 364) 
回答 ；口： 矛且亡音超I平均値
18.1% I 35.2% 122.3% I 13.2% I 3.8% I 1.9% I s.s% I 2.s 
未償却の過去勤務原価の大きさを尋ねた。具体的には、現在の年金債務
（責任準備金＝年金資産の簿価）に過去勤務原価（年金制度導入以前の勤
務に対する年金費用と制度導入後における予定計算の変更による過去の年
金費用の増加額との合計）の未償却額を即時に加算するとすれば、年金債
務はどの程度増加するかを求めたものである。しかし、厳密に言えば、上
記質問文中の「負債」という用語は、いずれも年金債務と書くべきであっ
た。なぜならば、現行の日本の会計制度においては、年金負債としてオン
バランスされているものはないからである。
本質問の回答率も低かった。回答率の低い理由も、 84.5％という回答率
の評価も質問24と同様である。回答の81.9％は、年金債務が増加すると答
えている。回答は、 2（微増、 35.2%), 3 (1.5倍程度、 22.3%），およぴ
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4 (2倍、 13.2%）に集中 (70.7%）しており、年金負債が、 3倍程度お
よび3倍超になると答えた企業も少なくない (7.4%）。
(3)質問26「年金資産の時価評価の影響」（有効回答数 391) 
回答
＊減少 (1-3) ＊増加 (5-7) 
, 71.4% | 28.6% 
＊有効回答数から 4を選んだ（「変化なし」と答えた）数を除いた回答の割合
平均値
3.7 
年金資産（基金積立機関に累積した資産）を時価評価した場合の影響を
尋ねた。これまで、母体企業の側の財務諸表でも基金の側の財務諸表でも
年金資産の時価を知ることはできなかった (1998年3月末決算より厚生年
金基金について、基金の側の財務諸表においては時価評価が導入されるこ
とになっている）。年金資産の簿価と時価のズレの大きさと方向を知るため
の質問である。
回答の71.4％は、年金資産の時価が下がっていると答えており、低い貸
付金利、低い債券利回り等によって、年金基金が「予想運用利回り： 5.5%」
を簿価ベースで達成できないばかりでなく、運用資産に含み損を発生させ
ている場合もあることが分かる。しかし、減少と回答した企業のうちの89.8
％が若干の減少と答えており、大きな元本割れを起こしている基金は少な
いとも考えることができよう。
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6-3．クロス分析と業種別集計
(1) クロス分析
質問
25 
質問24 1 2 3 4 5 6 7 NA 
1 48 5 1 1 
2 11 93 16 6 1 1 2 1 
3 5 15 50 ， 3 2 4 
4 2 7 10 30 3 2 2 
5 1 1 2 7 1 1 
6 1 3 
7 6 
NA 7 2 1 5 63 
総計 66 128 81 48 14 7 20 67 
質問
26 
質問24 1 2 3 4 5 6 7 NA 
1 3 1 15 34 1 1 
2 3 54 52 22 
3 3 40 25 16 2 2 
4 1 1 27 12 12 2 1 
5 6 3 3 1 
6 1 1 1 1 
7 1 1 2 1 1 
NA 1 4 15 14 5 39 
総計 6 12 159 143 60 5 6 40 
質問
26 
質問25 1 2 3 4 5 6 7 NA 
1 3 1 20 36 5 1 
2 4 52 49 22 1 
3 4 39 22 13 3 
4 1 20 17 ， 1 
5 4 4 5 1 
6 2 3 1 1 
7 1 2 ， 3 1 1 3 
NA 1 1 13 ， 4 39 
総計 6 12 159 143 60 5 6 40 
(75) 75 
55 
31
88 
56 
13 
4 
6 
78 
431 
55 
131 
88 
56 
13 
4 
6 
78 
431 
66 
128 
81 
48 
14 
7 
20 
67 
431 
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(2)業種別集計
質問24 質問25 質問26
社 平均 社 平均 社 平均
鉱業 1 2.00 1 2.00 1 3.00 
述設 31 2.81 33 3.27 34 3.44 
食品 16 2.50 17 2.41 18 3. 72 
繊維 14 2.64 13 2. 77 14 3.43 
パルプ紙 4 3.25 4 3.00 4 3.00 
化学工業 27 2.96 28 3.00 29 3. 79 
医薬品 10 2.90 10 2.60 10 3.40 
石油 5 2.60 5 3.00 6 3.83 
ゴム 4 2.25 4 4. 75 4 3.50 
ガラス・土石 5 2.40 5 2.80 5 3.80 
鉄鋼業 7 2.57 6 2.00 8 3. 75 
非鉄金属 18 3.06 18 2.89 22 3.27 
機械 39 2. 77 39 2.90 41 3.80 
電器機器 47 2.30 48 2.38 52 3.87 
造船 1 2.00 1 2.00 1 4.00 
自動車 12 2.50 12 2.69 14 3.64 
その他輸送 4 3.00 4 4.25 4 3.00 
精密機器 6 3.67 7 3.29 8 3.50 
その他製造 13 2.62 13 2.62 12 3. 75 
商社 33 2.91 35 3.06 38 3.92 
小売業 21 2.05 22 2.09 25 3.80 
その他金融 0 NA 0 NA 1 3.00 
不動産 8 2.25 8 2.50 8 3.88 
鉄道パス 6 2.00 6 2.33 6 3.67 
陸運 3 2.67 3 2.33 3 4.33 
海運 6 2.50 6 2.33 7 4.00 
空運 1 4.00 1 4.00 1 5.00 
倉庫運輸 6 3.67 6 3.17 6 4.67 
通信 2 1.50 2 2.00 2 3.50 
電力 2 1.50 3 2.67 3 3.67 
ガス 1 1.00 I 1.00 2 3.50 
サーピス 0 NA I 3.00 2 3.00 
総計 353 2.65 364 2.77 391 3.71 
（徳賀芳弘）
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7. 自己株式の取得について（質問27～質問31)
7-1.質問の意図
(77) 7 
質問の趣旨は、ストック・オプション制度の導入に伴い、企業の自己株
式取得に対する意識について明らかにすることにある。とくに、自己株式
取得に関する規制と企業の自己株式取得の決定との関わり、および自己株
式方式によるストック・オプションの会計処理のあり方について質問を行
なった。
7-2.質問ごとの概要
(1)質問27「自己株式取得と諸規制」（有効回答数 420) 
回答
制約されない
11.3% 
制約される
42.0% 
平均値
4.5 
質問27は、証券取引法規制との関連で自己株式の取得方法を考えた場合、
市場買付け方法にはインサイダー取引規制と相場操縦規制がその遂行を大
きく制約しているとの指摘を踏まえて、各企業の市場買付け方法による自
己株式の取得に対して果たしてどれほどの制約をもたらしているかについ
て問うたものである。
回答集計の結果、「どちらともいえない」が44.1％と最も多く、また「制
約される」との回答 (42.0%）が「制約されない」のそれ (11.3%）を大
きく上回っている（無答2.6%）。上記の証券取引法上の規制が市場買付け
方法による自己株式取得に作用していると解されるが、平均スケールは
4.47である。
(2)質問28「自己株式取得と株式相互持ち合い」（有効回答数 421) 
回答
解消しない
34.8% 
解消する
14.6% 
平均値
3.6 
質問28は、日本固有の自己株式取得の動機が持ち合い解消の受け皿とい
78 (78) 第 43巻第 1 号
う目的であることを踏まえて、自己株式取得の解禁が実現したことによっ
て最大の動機としての持ち合い解消の程度について問うている。
回答集計結果によれば、「どちらともいえない」が48.3％と最も多く、規
制緩和によっても株式の相互持ち合いは「解消しない」 (34.8%）の割合が
高い（「解消する」 (14.6%）、無答 (2.3%））。平均スケールは3.57である。
(3)質問29「ストック・オプションの決議方式」（有効回答数 421) 
圃答
影孵しない
22.7% 
影専する
30.7% 
平均値
4.0 
ストック・オプション制度の導入に関する商法改正法案および株式消却
に関する商法の特例法案の成立過程において、商法改正作業のあり方が物
議を醸した。「開かれた商法改正手続を求める商法学者声明」 (1997年5月
12日）において、「法案」の具体的問題点が列挙されているが、質問29はそ
の中の「7承忍方式の整合性一より柔軟な制度として構成しうる可能性」
で指摘されたil;j度上の不整合性が、企業のストック・オプション方式の選
択（自己株式方式または新株引受権方式）に影響を及ぽすか否かについて
問うたものである。
回答集計結果によれば、「どちらともいえない」が最多回答 (44.3%）で
あり、「影響する」との回答 (30.7%）が「影響しない」のそれ (22.7%) 
を超えている（無答2.3%）。このような結果からすれば、承認方式の不整
合性は当該制度選択に影響を及ぽしていると解しうるが、平均スケールは
4.01であり「どちらともいえない」となる。
(4)質問30「自己株式の会計処理」（有効回答数 402) 
，資産化処理方式 I資本払戻し方式
回答
61.9% I 31.3% 
質問30についても「商法学者声明」の「6自己株式の資産性」に表明さ
れている、自己株式方式によるストック・オプションを通じての長期保有
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に伴う自己株式の資産性の否定または制限の当否について問うたものであ
る。
流動資産または投資等として計上する資産化処理方法を選択する回答結
果を示しているが(61.9%）、資本の控除項目として計上する、制度化され
ていない資本払戻し処理方法を選好する割合が高いことも注視しなければ
ならない (31.3%) （無答6.7%）。
(5)質問31「ストック・オプションと費用計上」（有効回答数 402) 
回答
権利付与日
23.7% 
権利行使H
66.6% 
その他
3.0% 
米国のストック・オプション会計甚準は、ストック・オプションを含ん
だ株式による労働報酬の会計問題として展開している (APB意見書第25
号、 FAS第123号）。労働報酬の費用計上を権利付与日と権利行使日のどの
タイミングで行なうかについては、当該権利の公正価値の測定問題という
会計課題を伴うものでもある。質問31は、このような米国でのストック・
オプションに関する会計基準の動向に関わらしめて、 H本企業に対して費
用計上のタイミングについて問うたものである。
その結果、「権利行使H」に費用計上を行なうのがよいと考えている企業
が最も多く (66.6%）、「権利付与日」という回答は23.7%、また「その他」
は3.0％となっている（無答6.7%）。
7-3. クロス分析と業種別集計
(1) クロス分析
本テーマの 5つの質問に対する回答をクロスさせ、交点に度数を示した
ものが次頁の表である。交点の度数を明示するにあたっては、質問27ない
し質問29はスケール 4の回答および無答を除いた 4つのグループについ
て、また質問30と質問31は選択された番号についての集計値に基づいてい
る。
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質問28 質問29 質問30 質問31
1~3 5~7 1~3 5~7 ① ② ① ② ③ 
① ② ③ ④ 
質問 ， 23 7 32 14 10 36 
27 
82 112 63 43 128 4 
⑤ ⑥ ⑦ 
45 42 98 47 33 104 7 
34 24 15 45 
⑧ ⑨ 
58 36 24 69 2 
34 92 3 
⑩ 
62 196 6 
39 88 7 
(2)業種別集計
業種別分析を行なうためには、業種ごとの各質問に対する集計値が必要
である。次頁以下の表の①は7点リカート・スケール回答形式の質問27な
いし質問29に関する該当会社数と平均値をまとめたものである。また、表
の②は選択回答形式の質問30と質問31に関する各選択肢ごとの該当会社数
をまとめたものである。
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①7点リカート・スケール質問項目
質問27 質問28 質問29
社 乎均 社 平均 社 平均
鉱業 1 5.00 1 5.00 1 5.00 
建設 37 4.46 37 3.43 37 3.97 
食品 19 4.68 19 3.32 19 4.00 
繊維 15 3.73 15 3.67 15 3.73 
パルプ・紙 4 5.25 4 4.00 4 5.00 
化学工業 30 4.27 31 3.13 31 3.77 
医薬品 1 4. 73 11 3.64 11 3.91 
石油 6 4.00 6 3.83 6 4.67 
ゴム 4 4.50 4 4.25 4 3.25 
ガラス・土石 6 3.83 6 3.83 6 3.33 
鉄鋼業 8 4.25 8 4.13 8 3.25 
非鉄金属等 23 4.65 23 3.48 23 3.70 
機械 43 4.35 43 3.51 43 4.37 
電気機器 56 4.64 56 3.61 56 4.14 
造船 1 4.00 1 3.00 1 3.00 
自動車 15 4.47 15 3.80 15 3.67 
その他輸送 4 4.50 4 3.50 4 3.00 
精密機器 8 4.50 8 3.88 8 4.63 
その他製造 15 4.67 15 3.47 15 4.00 
商社 42 4.33 42 3. 79 42 4.00 
小売業 27 4.74 27 3.59 27 4 19 
その他金融 1 4.00 1 4.00 1 5.00 
不動産 8 4.63 8 3.25 8 3.63 
鉄道・パス 8 4.13 8 3.88 8 4.50 
陸運 3 3.67 3 3.33 3 3.33 
海運 6 4.33 6 3.17 6 3.33 
空運 1 3.00 1 2.00 1 4.00 
倉庫・運輸 6 4.33 6 4.00 6 4.00 
通信 . 2 5.50 2 3.50 2 5.00 
電力 3 4.67 3 3.67 3 4.67 
ガス 3 5.33 3 3.33 3 4.67 
サービス業 4 5.25 4 4.00 4 4.50 
総計 420 4.47 421 3.57 421 4.01 
82 (82) 第 43 巻第 1 号
②選択質問項目
質問30 質問31
① ② ① ② ③ 
社 社（％） 社（％） 社 社（％） 社（％） 社（％）
鉱業 1 ゜1(100.00) 1 ゜1(100.00) ゜建設 35 26(74.29) 9(25. 71) 35 9(25. 71) 26(74.29) ゜食品 19 11 (57.89) 8(42.11) 19 5(26.32) 14(73.68) ゜繊維 13 8(61.54) 5(38.46) 14 1 (7.14) 12(85. 71) 1 (7.14) 
パルプ・紙 4 1(25.00) 3(75.00) 4 1(25.00) 3(75.00) ゜化学工業 30 20(66.67) 10 (33. 33) 29 9(31.03) 20 (68. 97) ゜医薬品 11 5(45.45) 6 (54. 55) 11 4 (36. 36) 6 (54. 55) 1 (9.09) 
石油 5 4 (80. 00) 1(20,00) 5 1(20.00) 4 (80. 00) ゜ゴム 3 2 (66.67) 1(33.33) 4 1(25.00) 3(75.00) ゜ガラス・土石 6 4 (66.67) 2 (33. 33) 6 2 (33. 33) 4 (66 67) ゜鉄鋼業 7 5(71. 43) 2(28.57) 8 ゜8(100.00) ゜非鉄金属等 22 14(63.64) 8(36.36) 22 6(27.27) 16(72. 73) ゜機械 42 27(64.29) 15(35. 71) 42 10(23.81) 31(73.81) 1(2. 38) 
電気機器 55 37(67.27) 18(32. 73) 53 17(32.08) 33(62.26) 3(5.66) 
造船 1 1 (100.00) ゜1 ゜ ゜1000.00) 自動車 16 11 (68 75) 5 (31. 25) 16 2(12.50) 14 (87 50) ゜その他輸送 4 3 (75 00) 1(25. 00) 4 ゜3 (75. 00) 1 (25. 00) 精密機器 8 4(50.00) 4 (50. 00) 8 2(25.00) 5(62.50) 1(12.50) 
その他製造 15 9 (60. 00) 6(40.00) 14 204.29) 12 (85. 71) ゜商社 40 24 (60. 00) 16(40.00) 40 605.00) 32(80.00) 2(5.00) 
小売業 23 16(69.57) 7(30.43) 23 6(26.09) 16(69.57) 1 (4.35) 
その他金融 1 1(100.00) ゜1 1(100.00) ゜ ゜不動産 8 5 (62. 50) 3(37.50) 8 5(62.50) 3(37.50) ゜鉄道・バス 8 7(87.50) 1(12.50) 8 2(25.00) 6(75.00) ゜陸運 2 2 (100. 00) ゜3 2 (66 67) 1 (33 33) ゜海運 6 6 (100. 00) ゜6 3 (50. 00) 3(50.00) ゜空運 1 1 (100. 00) ゜1 ゜1 (100. 00) ゜倉庫・運輸 6 5(83.33) 1 (16. 67) 6 1・06. 67) 5 (83. 33) ゜通信 2 1(50.00) 1(50. 00) 2 1(50.00) 1(50 00) ゜電力 2 2 (100. 00) ゜2 ゜2(100.00) ゜ガス 3 3(100.00) ゜3 1(33.33) 2(66.67) ゜サーピス業 3 2(66.67) 1(33.33) 3 2(66.67) ゜1(33.33) 総計 402 267(66.42) 135(33.58) 402 102 (25.37) 287 (71. 39) 13(3.23) 
（杉本徳栄）
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8. 経理コストとシステムについて（質問32～質問34)
8-1.質問の概要
新たな会計基準を設定するとき，必ず議論の対象になるのは企業が負担
する経理コストである。しかし，現実に企業が負担している財務会計のコ
ストを分析した研究はない。大まかなものでもいいから，企業が負担して
いる経理コストを数値的に把握したい。そこで質問32は第 1に，経理コス
トをスタッフ数で代表させ，現在のコスト負担の状態を調べた。続いて，
国際会計基準に準拠した財務諸表の作成や連結財務諸表中心の会計制度
で，経理コストがどの程度増加するかを推測した。
最近，経理のアウトソーシング（外部委託）のケースを聞く。もし財務
会計についてもアウトソーシングが広範に行われているのならば，新たな
会計基準設定による経理コストの負担は，さほど問題にならないであろう。
そこで質問33では，経理のアウトソーシングを行っているか否かを聞いた。
経理のアウトソーシングを行っていない企業については，質問34でその理
由を尋ねた。
8-2.質問ごとの概要
(1) 質問32
「経理コスト」についての質問に対する厠答は以下の通りである。
(a) 「経理スタッフの数」（有効回答数 420) 
回答
平均値
44.795 
最大値
1500 
最竺ニロ竺竺
3 I 131.05 
巾央値
15 
この質問では「経理業務に携わっているスタッフ数」を尋ねた。最も少
ない企業が3人，最も多い企業が1500人であり，ばらつきが大きいことが
分かった。平均は約45人である。
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(b)「外部向け財務諸表の作成に携わっているスタッフ数」（有効回答数
421) 
回答
平均値
5.5606 
最大値
88 
最小値 I標準偏差。
5.92 
中央値
4 
上記で尋ねたスタッフ数は経理全般についてであるが，この質問で「外
部に公表する財務諸表の作成に携わっているスタッフ数」を調べた。最も
少ない企業が0人，最も多い企業が88人である。 0人ということは，管理
会計と財務会計の業務を同一社員が兼ねているということであろう。平均
は約6人である。
(C)「全従業員数」（有効回答数 417) 
回答
平均値
3460.58 
最大値
80000 
最小値
8 
標準偏差
8721.68 
中央値
1175 
単に「経理業務に携わっているスタッフ数」と「外部に公表する財務諸
表の作成に携わっているスタッフ数」を調べても，それぞれの数が相対的
にどの程度重要なのか不明である。そこで，全従業員数を調べ，その数と
上記のスタッフ数の比率を計算した。全従業員数の平均は3,461人であり，
「経理業務に携わっているスタッフ数」＋全従業員数の平均は2.08％だっ
た（標準偏差1.93,最大値16.05%，最小値0.06%，中央値1.51%）。「外部
に公表する財務諸表の作成に携わっているスタッフ数」＋全従業員の平均
は0.56％である（標準偏差0.69,最大値5.38%，最小値0.00%，中央値0.34
％）。
つまり，経理業務に携わっているスタッフ数は全従業員の2.08％であり，
1企業の人件費総額が分かれば，概ねその2.08％が経理担当の給料である
と考えられる。それを経理コストの近似値と理解することができる。
(d)「新たな対応の経理スタッフヘの影響」（有効解答数 429) 
国際会計基準に準拠した財務諸表の作成や連結財務諸表中心の会計制度
が導入されれば，経理スタッフ数は変化するかについて尋ねた。
国際会計基準に準拠した財務諸表の作成や連結財務諸表中心の会計制度
会計基準国際化対応動向調査報告（松尾）
喜□数 比率40.1% 58.9% 
0.5% 
「増員が必要」における「その人数」（有効回答数 245) 
回答
平均値
2.418 
最大値
20 
最小値 1 標準偏差
1 I 1.8035 
中央値
2 
「減員する」における「その人数」（有効回答数 1) 三
(85) 85 
が導入されても，経理スタッフ数に変化を来さない企業が全体の約40％を
占め，増員が必要な企業は約59％であった。何人増加するかについては，
平均で2人，最大が20人ということだった。
国際会計基準に準拠した財務諸表の作成などは，過半数の企業に経理コ
ストの増加を強い，具体的には約2人のスタッフの追加を必要とさせるの
である。
(2)質問33「経理のアウトソーシング」（有効回答数 429) 
アウトソーシングの現状 回答数 比率
子会社を設け，そこにすべての経理業務を集中させている 1 0.2% 
子会社を設け，そこに一部の経理業務を委ねている 14 3.2% 
回答
専門業者に，すべての経理業務を委託している 0.0% ゜専門業者に，一部の経理業務を委託している 8 1.9% 
経理のアウトソーシングはしていない 406 94.2% 
国際会計基準に準拠した財務諸表の作成や連結財務諸表中心の会計制度
は，多くの企業に経理コストの増加をもたらす。その影響は，経理のアウ
トソーシングが行われていれば，比較的小さいかもしれない。そこで，経
理のアウトソーシングの状況を尋ねたところ，全体の94.2％が，アウトソ
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ーシングはしていないということだった。やはり経理業務は外部に委託で
きない類のものなのである。
(3)質問34「経理のアウトソーシングをしない理由」（有効回答数 385) 
アウトソーシングをしない理由 回答数 比率
企業機密を守るため 225 55.4% 
コストの削減効果はあまりない 178 43.8% 
回答
適切な経理業務は内部者にしかできない 59.6% 242 
社内の配骰転換が難しい 23 5.7% 
優れた受託業者がいない 55 13.5% 
経理のアウトソーシングをしない理由として，「適切な経理業務は内部者
にしかできない」と「企業機密を守るため」が過半数を占めていた。経理
は企業に固有の業務であり，他者に委ねることはできないのである。
つまり，他の業務と異なり経理コストを削滅する方策は少なく， したが
って国際会計基準に準拠した財務諸表の作成や連結財務諸表中心の会計制
度が導入されることで生ずる経理コストを，企業はそのまま負担せざるを
えないのである。
8-3. クロス分析と業種別集計
(1) クロス集計
質問 1（商法会計と証券取引法会計で役割分担することが望ましいか）
などに対する回答は，その企業がどれほどの経理スタッフを抱えているか
によって異なるかもしれない。そこで，質問32（経理業務などに携わって
いるスタッフの数）と，質問 1から質問 4に対する回答の関係を分析した。
その結果，①質問 3に対する回答と外部報告会計に携わっているスタッ
フの数に関連性があり，②質問4に対する回答が経理業務のスタッフ数な
らぴに外部報告会計のスタッフ数と関連していることが分かった。
①質問 3と外部報告会計に携わっているスタッフの数
質問3 （確定決算主義の見直し）に対する回答について，回答ごとの外
会計基準国際化対応動向調査報告（松尾）
部報告会計スタッフ数の平均を第 1表に示した。
第1表 回答ごとの平均スタッフ数
回答 企業数 外部報告スタッフ数 標準誤差
1 45 4.6 0.87 
2 92 5.1 0.61 
3 63 4.6 0.74 
4 82 5.0 0.65 
5 50 6.1 0.83 
6 58 7.4 0. 77 
7 31 7.6 1.05 
(87) 87 
回答が1 （まった＜望ましくない）から 7 （大変望ましい）に近づくに
つれて，外部報告会計スタッフ数の平均が増加している。その平均の差の
有意性を，分散分析により検定した。その結果を第 2表に示した。
第2表分散分析
自由度 乎方和 平均平方| F値 Ip 
グループ間変動 6 456.83 76.14 I 2.21 I 0.041 
グループ内変動 414 14254.88 34,43 
合計 420 14711. 71 
それぞれの平均は有意に異なっており，これは，外部報告会計スタッフ
数が多い企業ほど確定決算主義の見直しを支持する傾向がある， というこ
とを示している。
②質問 4と経理業務に携わっているスタッフの数
第3表 回答ごとの平均スタッフ数
回答 企業数 経理スタッフ数 標準誤差
1 10 19.4 41.18 
2 12 11. 3 37.59 
3 24 11.8 26.58 
4 73 16. 7 15.24 
5 76 37.9 14. 94 
6 116 51.8 12.09 
7 108 74.5 12.53 
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質問4 （連結納税制度）に対する回答について．回答ごとの経理スタッ
フ数の平均を第3表に示した。
回答が1 （まった＜望ましくない）から 7 （大変望ましい）に近づくに
つれて．経理スタッフ数の平均が増加している。その平均の差の有意性を，
分散分析により検定した。その結果を第4表に示した。
第4表分散分析
自由度 平方和 I平均平方 IF値 ?
グループ間変動 6 I 208011 I 34668 I 2.04 I o.059 
グル之竺』王」竺竺 1 16960 
合計 418 I 7195492 
それぞれの平均は有意に異なっており．これは，経理スタッフ数が多い
企業ほど連結納税制度を支持する傾向がある，ということを示している。
質問 4と外部報告会計に携わっているスタッフの数の関係も分析した
が．第5表と第6表から分かるように，外部報告会計スタッフが多い企業
ほど連結納税制度を支持する傾向があることを示している。
第5表 回答ごとの平均スタッフ数
回答 企業数 外部報告スクッフ数 標準誤差
1 10 4.8 1.85 
2 12 3.8 1.69 
3 24 4.0 1.20 
4 72 4.0 0.69 
5 75 5.4 0.68 
6 118 5.8 0.54 
7 109 7.1 0.56 
第6表分散分析
自由度 平方和 平均平方 F値 Ip 
グループ間変動 6 519.8 86.64 j 2.52 I 0.021 
グループ内変動 413 14179.2 34.33 
合計 419 14698.0 
会計基準国際化対応動向調査報告（松尾） （89) 89 
(2)業種別分析
質問33で経理のアウトソーシングについて尋ねた。アウトソーシングを
している企業（①から④のいずれかの回答をした企業）は，業種によって
異なるのだろうか。質問33を業種別に集計した結果を，第 7表に示したが，
業種ごとの差異は観察されなかった。
第7表 アウトソーシングをしている企業数
業種 企業数 業種 企業数
食 品 2 自動車 1 
化 巫子 3 商 社 3 
ゴ ム 1 小売業 2 
電 線 2 不動産 1 
機 械 1 鉄 道 1 
電器機器 3 海 運 1 
造 船 1 如ェ 運 1 
（須田一幸）
9.一般的事項について（質問35~39)
9-1 質問の意図
企業は取引実態を適正に反映することだけを意図して会計方針を選択す
るわけではないことを、多くの先行研究が教えている。企業規模だけでな
く、財務戦略をはじめとする企業の主要な経営戦略が、企業が決定する会
計方針には反映されている。企業活動の多角化・国際化に伴う資本市場の
国際化に対応した会計基準の国際化に呼応して、企業が採用する会計方針
はますます企業活動の国際化の影響を受ける。
一般的事項に関する設問の趣旨は、こうした企業活動の国際化を反映し
た会計基準国際化の時代を迎えて、わが国企業における会計方針決定の背
後にあって、そうした決定に影響を及ぽすと考えられうる要因を明らかに
することにある。
各質問にはそれぞれ「これまで」と「これから」を尋ねているので、各
質問に対する回答を「これまで」と「これから」の間の変化を中心に分析
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しよう。
なお、一般的事項に関する各質問の設定に際して、「これから」を「近い
将来 (5年程度）」と定義したが、「これまで」の定義は欠いている。そこ
で、「これまで」・「これから」各々の独立分析に際しては、「これから」の
みを対象にすることにする。
9-2.質問ごとの概要
クロス分析を含む一般的事項に関する回答全般を通して、次の指摘を可
能にさせる。
「財務諸表の作成時に準拠する基準を日本基準から国際会計基準 (IAS)
及び米国基準にシフトする企業ほど、実態開示、配当政策、及び株価動向
を配慮する傾向にあり、したがってこうした企業の会計方針の決定が、欧
米スタイルに変貌することを予想させる。」
(1)質問35「財務諸表作成時の準拠基準」
「財務諸表作成時の準拠基準」につき、欧州（英、独、仏）基準採用企
業は、「これまで」・「これから」とも 1社しかない。他の基準の「これまで」
から「これから」への変化は、次の通りである。
財務諸表作成時の準拠基準
米国基準
増減
, 1 ▲12.3% 
H本基準
3.2% 
無印は増加、▲は減少
「これから」の主な回答分布。（有効回答数419)
財務諸表作成時の準拠基準
IAS 
21.8% 
回答 1 :：| *9国：；準 1 :•I::i | ;:：
本問は、複数回答可としている。
本問は会計基準国際化の時代を迎えて、わが国企業が財務諸表の作成に
際してどのような基準に準拠しょうとしているかを問うている。回答結果
会計基準国際化対応動向調査報告（松尾） （91) 91 
は、日本基準から欧米基準とりわけ IASへの移行を検討している企業が
増加する傾向を示している。
(2)質問36「資金調達市場」
「資金調達市場」につき、「これまで」から「これから」への変化をみる
と、米国市場以外日本市場を含む欧州の主要市場において、資金調達企業
が減少している。
資金調達市場
増滅 1▲:：」 3:)f(:7：I▲:唸%|;：ご」。仏7:I•~%! 
無印は増加、▲は減少
「これから」の主な回答分布（有効回答数 397) 
資金調達市場
1け1本 I米国 I英国 I独国
1,;答，
87.2% 110.0% I 14.2% I 6.7% 巳2.1% 127.6% 
本lは、複数r1il答可としている。
本問は、事業活動の多角化に伴う資金調達市場の多様化への対応を問う
ている。本問の意図は、資金調達市場の相違が会計方針の選択に与える影
響を究明することにある。回答結果は、欧州市場で資金を調逹する企業が
減少して、米国市場で資金調達を検討している企業が増加する傾向を示し
ている。
なお、前問35との関係で、回答企業のほぼ半数が欧州市場でも資金調達
を検討しているのに、欧州基準に準拠した財務諸表の作成を考えている企
業が極めて少ないのは、欧州諸国が会計基準の相互承認を実施しているこ
とに依る。
(3)質問37「直接金融と間接金融」
「資金調達」につき、 (1)資本市場からの調達割合、 (2)メインバンクからの
調達割合ともに「これまで」と「これから」の間に目立った変化がない。
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しかし、 (1)と(2)を比較すると、回答の分布に特徴的な差異が認められる。
資本市場からの調達割合（これから） （有効回答数404)
50％超
回答＇
30％以下30％超 I 50％以下
51.8% | 14.6% | 33.6%＊ 
＊このうち10.4％の企業は、 90％超を資本市場から調達の予定
と回答している。
メインパンクからの調達割合（これから） （有効回答数409)
回答
30％以下 I 30％超50％以下 I 50％超
72.2% 18.6% 9.3% 
わが国の一般事業会社における特徴的な経営形態の一つとして、次問の
株式持ち合いに裏付けられたメインバンク方式がある、と言われてきた。
ところが近年、そうした一般事業会社と金融機関との関係に変化が生じは
じめ、一般事業会社は資本市場からの資金調達の割合を増やしはじめてい
るとも言われている。こうした状況の下で、本問は企業における資金調達
の実態を明らかにしようとしている。本問の意図は、資金調達方法の違い
が会計方針の決定に及ぽす影響を解明することにある。
回答結果は、企業の今後の資金調達方針として、メインパンクからの資
金調達を30％以下に抑える企業が7割強に集中しているのに対して、 3割
強の企業が必要資金の50％以上を資本市場から調達する意向を有している
ことを示している。とりわけ、 90％超の資金を資本市場から調達する意向
を示した企業が、有効回答数の10％あることは注目に値する。
(4)質問38「株式相互持ち合いの状況」
「持ち合い状況」のうち、「(1)保有有価証券のうち主要取引先株式の割合」
については、「これまで」から「これから」への分布に目立った変化はない。
しかし、 30％超に僅かな変化がある。 30％超70％以下の割合が僅かに増加
(28％から29％へ1％増）して、 70％超の割合が僅かに減少 (35.3％から
33.6％へ1.7％減）している。すなわち金融機関を含む主要取引先の発行済
株式の所有について、大口所有を減らす傾向にある。
会計基準国際化対応動向調森報告（松尾）
主要取引先株式所有割合に関する「これから」の回答分布（有
効回答数 414) 
1 1 30％以下 130％超70％以下
回答
70％超
37.4% I 29.0% I 33.6% 
(93) 93 
「持ち合い状況」のうち、「(2)大株主の持株割合」については、減少傾向に
ある。「これまで」から「これから」への変化を纏めると、次の通りである。
増減
30％以下 I 30％超50％以下I 50％超
2. 7% I 1. 7％▲4.4% 
無印は増加、▲は減少
大株主の持株割合に関する「これから」の回答分布（有効回答
数 417)
回答
30％以下 I 30％超50％以下I 50％超
23.6% I 43.9% I 32.6% 
回答は大株主による持株割合が、 50％超から50％以下に、とりわけ30%
以下に減少する傾向があることを示している。
前問で指摘したように、わが国の特徴的企業経営の一つとして、しばし
ば、相互持合いが指摘される。本問はその実態を明らかにすると同時に、
企業経営を取り巻く国際化の進展のもとで、この実態がどのように変化し
ようとしているのかをも明らかにしようとしている。こうした問い掛けを
行うのは、相互持ち合いの変化が会計方針の決定に影響を与えるからに他
ならない。
本問に対する回答から、株の持合い関係が依然として強固であることに
変わりはないけれども、 (1)主要取引先株式所有割合と(2)大株主持株割合と
も大口部分に減少傾向が現れている。
(5)質問39「会計処理法選択に際する配慮要因」
「会計処理法選択に際する配慮要因」を問う本問に対する回答から、「こ
れまで」から「これから」への間に次のような変化がみられる。
本問の意図は、本パートの冒頭で記したように、会計方針は機械的・中
立的に決定されるのではなく、種々の要因を配慮して決定されることを実
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配慮事項
I 実態開示 利益の 業界慣行 配当政策 I税務政策 1株価動向 1債務契約
増減 安定性
I 6.3% ▲0.5% ▲4.9% 6.8% I▲3.7% I s.6% I 1.1% 
無印は増加、▲は減少
「配感要因」に関する「これから」の回答分布（有効回答数 425) 
配感事項
実態開示 利益の 業界慣行 配当政策 1税務政策 I株価動向 1債務契約
回答 l 安定性
80.3% 55.9% 19.5% 28.8% I 46.9% I 12.3% I 3.2% 
態的に明らかにすることにある。回答結果は、実態開示、配当政策、株価
動向、及ぴ債務契約への配慮が増加し、利益の安定性、業界慣行、及ぴ税
務政策への配慮が減少傾向にあることを示しているが、こうした結果は本
一般的事項の他の質問に対する回答結果の集約的現象と解釈されうる。
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灯柑139（会，tj-)j針決定時の配底要I月）
実態開示 利益の安定性 業界祖i 配井政策 税務政策 株価動）t』） i/t務契約
(346) (241) (84) (124) (202) (53) (1 4) 
r1本甚準(368) 294 203 75 100 188 39 13 
質問35 米国基準(41) 35 24 7 10 23 8 I 
I AS (96) 82 62 16 34 46 21 2 
I本市場(376) 306 213 75 103 181 45 14 
質間36 米国市場(43) 35 24 ， 13 18 7 I 
k欠朴1.，lit易(]46) 121 81 33 48 73 22 4 
30％以ド(209) 166 121 41 58 95 17 7 
質問37 30％超50% 49 31 15 15 26 5 2 
(l i 以とド(59)
50％超（］36) 112 70 24 40 66 27 I 
30％以ド(295) 238 162 59 83 142 39 10 
質問37 30％超50% 63 45 13 24 31 7 2 
(21 以ド(76)
50％超（38) 29 23 8 12 19 4 I 
30％以ド055) 121 79 35 50 64 20 5 
質問38 30％超70% 100 72 23 32 58 14 4 
(I) 以.ド020)
70％超（139) 113 81 22 36 69 18 4 
30％以ド(98) 78 58 18 34 49 10 I 
質問38 30％超70% 252 170 58 84 140 41 13 
(2) 以・ド(308)
70％超（1) 7 5 5 2 8 ゜゜
会計基準国際化対応動向調査報告（松尾）
(2)業種別集計
業種別集計
質問35
会計基準
証券業種
日本 米国 IAS 
基準 基準 基準
鉱業 1 
建設 32 ， 
食品 16 2 6 
織維 13 1 3 
パルプ・紙 3 1 
化学工業 30 1 4 
医薬品 11 5 2 
石油 6 
ゴム 2 3 
ガラス・土石 6 1 
鉄鉱業 8 
非鉄金属等 22 2 6 
機械 36 6 11 
電気機器 43 ， 17
造船 1 
自動車 15 3 3 
その他輸送 2 2 
精密機器 6 3 
その他製造 12 6 
商社 34 8 8 
小売業 23 3 3 
その他金馳
不動産 8 
鉄道・パス 8 1 
陸運 3 
海運 8 
空運 2 1 
倉庫・運輸 6 1 1 
通信 1 2 
電力 3 2 
ガス 3 
サーピス業 4 1 
総計 368 41 96 
質問36 質問37(1) 質rJI
資金調達市場 資本市場 37(2) 
調達 メイン
パンク
調達
日本 米国 欧州 社 平均 社 平均市場 市場 市場
1 1 2.00 1 7.00 
32 1 10 37 3.16 37 3.16 
19 2 3 19 3.89 18 2.83 
13 2 5 15 3.93 16 3.07 
3 1 4 4.25 4 3.00 
27 3 11 30 3.83 31 3.06 
8 2 6 11 4.45 11 2.18 
5 1 6 4.00 6 2.67 
3 I 1 4 2.75 4 3.00 
5 1 2 4 3.25 6 3.67 
7 6 3.50 7 2.00 
22 2 8 21 4.00 21 3.00 
39 2 18 42 4.10 44 3.27 
47 11 21 56 3.89 54 2.67 
1 1 4.00 1 4.00 
16 6 15 4.53 16 2.69 
3 1 2 4 2.50 4 3.25 
7 2 3 6 4.50 7 2.86 
15 3 7 15 3.67 15 3.07 
34 4 15 37 3.24 40 3.40 
25 2 8 27 3.67 25 2.96 
1 1 1 4.00 1 2.00 
7 2 8 3.25 8 2.88 
8 1 2 7 2.86 7 2.71 
3 1 3 2.67 3 3.00 
6 1 2 7 2.43 7 4.00 
2 1 1 2 4.50 1 3.00 
6 2 6 3.00 6 4.00 
2 1 2 1 6.00 1 2.00 
2 1 2 3.50 2 2.00 
3 2 3 4.33 3 2.67 
4 2 3 5.00 3 2.67 
376 43 146 404 3.72 409 3.01 
(97) 97 
質問38(1) 質問38(2)
主要取引 大株主
先株所有 持株
社 平均 社 平均
1 4.00 1 3.00 
38 4.29 38 3.82 
18 4.28 19 3.89 
16 5.38 16 4.06 
4 5.00 4 4.00 
31 4.45 32 4.03 
10 4.10 11 3.82 
6 4.50 6 4.17 
4 4.25 4 4.25 
6 4.50 6 3.67 
6 5.67 6 4.33 
21 4.57 21 4.05 
43 4.26 44 4.07 
55 4.15 53 3.89 
1 4.00 1 3.00 
17 4.65 17 4. 71 
4 3.50 4 3. 75 
7 5. 71 8 3.88 
15 4.80 15 3.87 
40 4.45 41 3.98 
27 4.37 27 4.33 
1 3.00 1 3.00 
8 2.63 8 4. 75 
8 5.00 7 3.43 
3 3.67 3 4.67 
7 4.57 6 4.83 
2 5.00 2 3.50 
6 4.50 6 3.83 
1 2.00 1 5.00 
1 6.00 2 3.50 
3 6.67 3 3.33 
4 4.50 4 4.75 
414 4.43 417 4.03 
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質問39（会計方針選択時の配慮要因）
証券業種
実態開示 利益の 業界慣行 配当政策 税務政策 株価動向 債務契約安定性
社 社 社 社 社 社 社
鉱業 1 1 1 1 1 
建設 27 18 17 7 14 5 2 
食品 17 10 4 4 10 2 2 
繊維 12 8 4 2 7 1 
パルプ・紙 4 3 2 2 
化学工業 25 18 3 ， 11 4 1 
医薬品 7 6 3 2 6 
石油 3 4 1 2 4 1 
ゴム 4 4 1 3 
ガラス・土石 5 5 1 2 6 1 1 
鉄鉱業 7 4 3 2 
非鉄金属等 14 15 6 8 16 2 
機械 38 27 3 14 22 5 
電気機器 55 30 6 16 26 7 
造船 l 1 
自動車 14 7 5 4 6 5 
その他輸送 2 3 2 3 1 
精密機器 8 4 3 3 1 
その他製造 10 10 2 4 6 2 1 
商社 36 21 ， 14 19 6 2 
小売業 21 10 4 8 11 3 2 
その他金融 1 1 1 1 
不動産 6 6 3 1 4 1 
鉄道・バス 7 4 2 3 3 1 
陸運 3 1 2 
海運 5 4 2 3 3 1 
空運 1 2 2 1 1 
倉庫・運輸 4 6 2 3 1 1 
通信 2 2 2 1 1 
電力 2 3 2 2 3 
ガス 2 2 1 1 2 
サーピス業 2 3 1 2 1 2 
総計 346 241 84 124 202 53 14 
（松尾車正）
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おわりに
わが国企業が準拠する会計制度が国際化への対応に向けて激変しつつあ
る現況の下で、企業の会計にとっても最も重要な検討課題が、我々の研究
グループが調査対象として取り上げた諸項目である。すなわち、それはわ
が国会計制度、連結会計、金融商品、年金会計、研究開発費、自己株式、
制度の改訂•新設に伴う経理コストとシステム、およぴそうした会計上の
諸問題の背後にある一般的事項であった。
回答内容の分析の結果、いくつかの知見を得ることができた。しかし、
本稿では紙面の都合上、概括的分析に止めている。したがって、本稿で明
示し得た成果は、同時に、我々の研究にとってより詳細な分析を要する今
後の課題でもある。ここではそうした成果と課題を要約して、本稿を閉じ
ることにしよう。
① 会計制度に関する調査の結果、回答企業が支持するのは確定決算主義
一連結決算一連結納税導入という体系である。これを敷術すれば、確
定決算主義のもとに、証取法連結決算ー商法連結決算一連結納税導入
という新たな会計制度の一元化が期待されていると見ることができ
る。しかし、この場合、確定決算主義の内容あるいは含意（意味）が
問題となる。
② 改訂連結原則をもとにした調査の結果、多くの企業が現行規定と一見
類似する方法を選択しようとしていた。しかし、なぜ新たに認められ
た連結財務諸表作成手続きを採用する企業が少数に止まっているの
か。企業によってかかる対応の相違がもたらされるとすれば、その要
因は一体何であるのか。これらの解明が、今後の検討課題となる。
③ 金融商品の時価評価と金融リスク管理の整合性に関する調査の結果、
金融商品の時価評価が支持されるとともに、種類別・目的別の（混合）
評価が支持されるという、一見矛盾する回答結果が得られた。なぜ、
このような回答になるのか、その背景を明らかにする必要がある。
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④ 国際会計基準が国内化されるとすれば、日本企業の財務諸表数値に最
も大きなインパクトを与える基準の一つである年金に関する基準を調
査した結果、インパクトの大きさについての保険数理計算やシミュレ
ーションはかなり進んでいるが、基金の積立てや過去勤務原価の償却
のような現実的対応は遅れていることが明らかになった。
⑤ 研究開発情報の開示が企業機密の保持に及ぽす影響に関する意識が、
18年前の調査（植野郁太編『研究開発費会計』関西大学出版部、昭和57年3
月、 210~211頁）。とは相当変化して、そうした開示が障害になる企業が
少なくなった。本年 (1998年） 3月に企業会計審議会が意見書を公表
したのを機に、公表後との比較を行う必要がある。
⑥ 自己株式の会計処理に関して、現行制度を踏襲して、資産化処理方式
を支持する意見が多数を占めているが、資本払戻し方式を選好する割
合も高い。資本払戻し方式採択会社は、自己資本比率をはじめ当該会
社の資本属性についてさらに検討すべき余地がある。
⑦ 経理コストとシステムを調査したところ、外部報告会計スタッフが少
ない企業ほど会計システムの変更を伴う制度改正に反対する、という
ことが明らかになった。経理コストの視点から考えると、このことは
会計システム変更のコストは、すぺての企業に均等に負担されるので
はなく、スタッフの少ない企業ほど多くのコストを負担する、という
ことを意味している。
⑧ クロス分析をも活用して一般的事項に関する回答を分析したところ、
財務諸表の作成時に準拠する基準を日本基準から国際会計基準(IAS)
及び米国基準にシフトする企業ほど、実態開示、配当政策、及び株価
動向を配慮する傾向にあり、さらに資本市場での資金調達割合が高く
なるにつれて利益の安定性に配慮する企業が減少するのに対して、メ
インバンクからの資金調達割合が高くなるにつれて利益の安定性に配
慮する企業が増加する傾向があることが判明した。こうした傾向が、
他の質問項目に対する回答とどのような関係にあるのかを検討する必
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要がある。
⑨ 企業の財務データ上の特性が、すべての質問項目に対する回答にどの
ような影響を及ぽしているのかを分析する必要がある。
われわれの分析全般を通して明らかになったのは、変革する会計制度へ
の対応に苦悩する企業の姿である。すなわち、改訂済みないしは改訂の可
能性が強い既存の制度に対しては、従来の慣行に強く引きずられながらも
改訂制度への適応を検討している企業が存在するのに対して、新制度に対
しては新たな環境への対応に暗中摸索の状態でいる。
時価評価と税効果会計の導入に関する大蔵省と法務省との合意にみられ
るように、会計基準の国際的調和の方向は進展するばかりである。企業に
とって、そうした方向への対応が不可避の状況となりつつある。だが他方
で、会計以前の問題もある。会計が種々の環境を前提として成り立ってい
ることを考えると、制度の改訂に際してそうした環境への配慮も必要であ
ろう。
（本稿は、平成9年度文部省科学研究費補助金基盤研究B（課題番号9430029)
の補助を得た研究成果である。）
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附録 アンケート調査の原本と質問別集計
1.アンケート調査の原本
研究の目的
平成9年度文部省科学研究費補助金基盤研究
会計基準国際化対応動向調査
わが国の会計制度が大きな変革期を迎えています。一方では、連結財務諸表原則が改訂
され、欧米諸国なみに運結財務諸表を主とし、個別財務諸表を従とする方向が打ち出され
ました。また他方では、証券監督者国際機構 (lOSco)による国際会計基準 (lAS)の承認
が間近に迫っております。
この研究は、企業会計の実務を取り巻くこうした環境のもとで、会計基準の国際化に向
けたわが国企業の動向を把握し、今後の会計制度のあり方を考えることを目的として、平
成9年4月1日から平成 12年3月末日までの3カ年にわたり行うものです。この研究の
初年度に当たり、本アンケート調査を実施することになりました。
会計情報の利用者だけでなく作成者の立場も勘案し、最適なディスクロージャー制度が
作り上げられるべきだと考えており、ここに貴社の御協力をお願い申し上げる次第であり
ます。
調査の対象
この調査は、東京証券取引所および大阪証券取引所の第1部・第2部上場会社のうち、
金融、保険、証券、サービスを除くいわゆる「一般事業会社」を対象としています。
調査の主体
この調査は日本会計研究学会の会員が行うものであり、文部省から科学研究費補助金（基
盤研究：課題番号9430029)の交付を受けております。
調査結果について
この調査は純粋に学術目的によるもので、調査結果を統計学的に分析し、それを会計関
係の学会及び誌上で発表する予定です。会社個別のデータを公表したり、調査内容を学術
目的以外に利用することはありません。なお、分析結果の要約をご回答企業に後日送付い
たします。
以上、調査の趣旨などを説明させていただきました。質問票の記入上のお願いなどは、
次のページに示してあります。どうぞご協力の程お願い申しあげます。
平成9年9月
会計基準国際化対応調査研究グループ
代表松尾拿正（関西大学）
木本圭一（関西学院大学）
郡司健（大阪学院大学）
柴健次（関西大学）
杉本徳衆（龍谷大学）
須田一幸 (ll西大学）
高須教夫（近畿大学）
徳賀芳弘（九州大学）
明神信夫（関西大学）
会計基準国際化対応動向調査報告（松尾）
［ご回答にあたって］
1調査の概略
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質問は、①会計制度のあり方、②連結財務諸表、③金融商品、④研究開発、⑤年金、⑧
自己株式取得、⑦経理のコストとシステム、⑧一般的項目からなっております。多くの項
目は、 0印をおつけいただく方式です。皆様からのご回答を集計し、分散分析・重回帰分
析などを行います。
2 ご回答いただく際の留意点
ご回答にあたっては、一般論ではなく、貴社の実情に即してお答えをお願い致します。
「程度」に関する質問は、 7点リカートスケールを用いております。そこでは、 1点、 4
点、 7点の下に簡単な説明を付していますが、他はそれらの中間領域を表すことになりま
すので、おおよそのところでご回答下さい。ご回答は絨計処理をいたしますので、ご記入
漏れのないようにお願い致します。
質問 35以降においては、「これまで」と「これから」とに分けて質問していますが、こ
こでの「これから」とは、それぞれの質問について貴社が近い将来 (5年程度）において
どのように対処されるかを尋ねております。
3 ご不明の点について
質問についてご不明の点がありましたら、下記宛にお願いします。
Fば： 06(330) 3106 （松尾章正）
E-mai I : matsuo@ipcku. kansai-u. ac. jp 
（なお、 Eメールの subjectには、 questionとご記入下さい）。
［ご返送のお願い］
1 ご記入いただきました質問票は同封の封筒にてご返送下さい。
2 恐れ入りますが、 9月末日までに ご返送下さいますようお願い致します。
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貴社名，
御 氏 名
ご回答者
担当部署（役職）について
電話番号
瓢攣璽:必．｀聾繹疇.皇□璽塁．．．・ 1. ．禰國函胆箪翌9 ｀拿•-．嘉雹．翠冗声已疇言喜讐喜璽攣
I 質問1 | 
商法決算（商法会計）は個別決算・確定決算を中心とし、証取法会計（有価証券報告書）
は投資家への情報提供を童視して連結決算を中心とする。このように役割分担すること
は望ましいと思いますか。
（望ましくない一）
2 3 4 
（ → 望ましい ） 
5 6 
?
まった＜
望ましく
ない
どちら
ともい
えない
大変
望ましい
1 質問2 | 
持株会社の解禁に伴い、連結財務諸表の重要性が増大すると予想されます。そこで、商
法決算にも連結決算の導入が望ましいと思いますか．
（ 望ましくない ← ） （ → 望ましい ） 
2 3 4 5 6 7 
まった＜
望ましく
ない
どちら
ともい
えない
大変
望ましい
I 買問3 | 
確定決算主義を見直し．商法決算と税務計算とを別立てにすることは望ましいと思いま
すか。
（ 望ましくない ← ） 
1 2 3 4 
（ → 望ましい ） 
5 6 
?
まった＜
望ましく
ない
どちら
ともい
えない
大変
望ましい
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I質問4 | 
連結納税制度を導入することは望ましいと思いますか。
（ 望ましくない ← ） 
2 3 4 
（ →望ましい ） 
5 6 
?
まった＜
望ましく
ない
どちら
ともい
えない
大変
望ましい
? ?
叩枷',川l1'll'雌i庫'Ili炉叫‘、 ． ．．攣響
I質問5 | 
貴社においては，運結財務諸表はいかなる利害関係者に役立つものとお考えですか。該
当する項目に〇印をお付け下さい。（複数回答可）
2 I 3 I 4 I 5 I 6 
親会社 1 子会社 1 年社 1 子会社 1 親会社 1 預社
株主 榛主 置檀者 債権者 従業員 従業員
?
その他
I 質問6 | 
証券取引法にもとづくディスクロージャー制度においては．連結情報を重視すると共に
個別財務諸表を箇素化するという方向に転換が図られようとしています。財務諸表の作
成者も時として利用者となることがありますが、利用者の立場からみて個別財務譜表の
簡素化についてどう思われますか。
（ 箇素化1:.1豆対 ← ） （ →箇素化に賛成 ） 
1 2 3 4 5 6 7 
むしろ
個刷を
充実
すぺき
どちら
ともい
えない
むしろ
個別を
腿止
すぺき
106 (106) 第 43巻第 1 号
1 質問7 | 
わが国においては連結財務諸表と個別財務諸表の間に基準性の原則（確定した個別財務
諸表に依拠して連結財務諸表を作成するという原則）が存在していますが，この原則に
ついてどう思われますか。
（ 原則は不要 ← ） （ → 原則は必要 ） 
I 質問8 | 
むしろ
廃止
すぺき
2 3 4 5 6 7 
どちら
ともい
えない
依然
必要
である
子会社および関連会社の範囲を判定する基準が持株基準から支配力基準（影響力基準）
に移行することになりました。このことによって貴社における連結の範囲および関連
会社の範囲はどのような変化を受けることになりますか．
(1)連結の範囲
（ 縮小 ← ） （一拡大）
2 3 4 5 6 7 
大幅に 全く 大幅に
縮小 変化なし 拡大
(2)関連会社の範囲
（ 縮ヽ Jヽ ← ） （ → 拡大 ） 
2 3 4 5 6 7 
大幅に 全く 大幅に
縮小 変化なし 拡大
質問9
連結の範囲および関連会社の範囲が変更されることによって，貴社の連結利益にいかな
る影響が生じることになると思われますか。
(1)連結の範囲の変更による連結利益に与える影響
（ 減少 ← ） （ → 増加 ） 
2 3 4 5 6 7 
大幅に
減少
全く
変化なし
(2)関連会社の範囲の変更による運結利益に与える影響
（減少ー） — （→増加）
大幅に
増加
2 3 4 5 6 7 
大幅に
減少
全く
変化なし
大幅に
増加
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I 質問 10 | 
支配獲得時における資本連結手続として｀部分時価評価法と全面時価評価法の選択適用
が認められております。貴社はそのうちどちらを選択されるおつもりですか。
)①部分時価評価法
I 買問 11 | 
資本運結手続において．子会社の資産および負債は公正な評価額（時価）によって評価
されることになりました。貴社はそのことにどの程度の困難性があるとお考えですか。
（ 困難である ← ） （ → 困難でない ） 
1 2 3 4 5 6 7 
| | I | I I I 
非常に どちら 全く
困難で ともい 困難性は
ある えない ない
I 質問 12 | 
資本連結の結果生じる連結調整勘定については原則として 20年以内に定額法その他合
理的な方法により償輝することになっております。その場合に、貴社は償却期間として
どの程度の期間を選択されるおつもりですか。その年数をお書きください。なお、即時
償却を行う場合は、年数を0とお答えください。
）年程度? ?
咽団噛順
( ）② 全面時価評価法
l|' u'，I lu9 '」91|l」|’'lL I L I Lu」「l] L’'lI，l 」l’,」l] l 
I 質問13| 
金融商品（社債や株式のみならず先渡、先物、スワップ、オプションなどのデリバティ
ブを含む）については時価の変動を財務譜表において認識する方向で、時価評価の導
入が検討されています。現在と比べて時価評価の対象となる金融商品が多くなればなる
ほど、貴社の財務活動の実態は、財務諸表において、より的確に反映されると思います
か。
（ 反映されない ← ） （ → 反映される ） 
1 2 3 4 5 6 7 
適切に
反映
されない
どちら
ともい
えない
適切に
反映
される
108 (108) 第 43巻第 1 号
I 質問 14| 
金議商品はその種類や保有目的などによって多様に分類できます。金羅商品の評価やヘ
ッジ会計の導入を考えるにあたり、このような種類や目的等の違いを会計処理に反映し
ようという考えがあります。貴社における金融商品取引の実態に照らして、このような
種類別・目的別に評価基準が異なる会計処理は取引実態を財務諸表に的確に反映するこ
とになりますか。
（ 反映されない ← ） （ → 反映される ） 
2 3 4 5 6 7 
適切に
反映
されない
どちら
ともい
えない
適切に
反映
される
I 質問15| 
現行の外貨建取引等会計処理基準によると外貨建金銭債権儘務に付された通貨闘連デリ
バティブ（為替予約、通貨先物、通貨スワップ等）は当該債権債務の価額に反映されま
す。一方、それ以外の通貨関遍デリバティブは、貸借対照表にその存在が示されません。
このような現在の会計処理9ま貴社の為替リスク管理と整合性がありますか。
（ 蓋合性は得られない一 ） （→蓋合釦れ得られる ） 
2 3 4 5 6 7 
全く
蓋合性が
ない
どちら
ともい
えない
完全に
蓋合性が
ある
I 質問 16 | 
貴社では金融リスクの管理を、為替リスク、金利変動リスク、価格変動リスク、信用リ
スクなど可能なかぎり分けて行っていますか、それとも、社内独自のシステムにもとづ
いて可能なかぎり統合して行っていますか。
i 
完全に
個刷ペー
スで行う
（個管理である←）
2 3 
| | ???
?
ー?
??
（ →統合管理である ） 
5 6 
1 | 1 
完全に
統合して
行う
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I 質問17| 
貴社では、在外子会社等の財務諸表の換算から生ずる為替羞損益について本国親会社に
よる管理の問題であると考える傾向にありますか、それとも｀当該在外子会社等による
管理の問題と考える傾向にありますか。
（ 親会社の問題である - ) ( →子会社の11題である ） 
完全に
親会社が
行う
I 質問 18 | 
2 3 4 5 6 7 
どちら
ともい
えない
完全に
子会社が
行う
前問を前提にしてお答えください。現行の外貨建取引等会計処理基準にもとづいて換算
された在外子会社等の財務諸表は、貴社が当該在外子会社の業績評価を行う場合に有効
だと考えられますか。
（ 有効でない ← ） （ → 有効である ） 
1 2 3 4 5 6 7 
I I I I I I I 
全く どちら 完全に
有効で ともい 有効で
ない えない ある
l 質問19 | 
研究開発活動には、 (1)従来型の新製品・新技帯の開発くハード型＞と (2)近年の
コンピューターの苦及に伴うソフトウエアの開発くソフト型＞があるといわれています。
貴社の研究開発活動はいずれのタイプに比重がありますか。
（ ハード型 ← ） （ → ソフト型 ） 
1 2 3 4 5 6 7 
I | I | | I | 
完全1:完全にハ どちら ソフトウドーウェ ともい ェア闘発ア開俸響 えない
型であるである
110 (110) 第 43巻第 1 号
I 質問20| 
貴社の直近の研究開発投資額のうち、将来に経済的便益をもたらすと思われる金額の
割合はおおよそどれくらいですか。
? ? ? ? ? ?
0% 
5% 
以下
10'16 
以下
20% 
以下
30% 
以下
50% 
以下
??
I 質問21 | 
研究開発費の会計処理方法として、企業財務懇談会において下記の三つの方法が検討さ
れています。いずれの方法が、貴社の研究開発活動の実態をより的確に財務諸表に反映
されるとお考えですか。
( ) ①すぺて発生時に費用処理する方法
( ) ②一定の規準を満たすものについて資産計上を強制する方法
( ) ③一定の規準を満たすものについて任意に資産計上を認める方法
I 質問22 | 
研究開発費の会計処理方法として、「一定の規準を満たすものについて資産計上を強制
する方法」が採用された場合、資産計上の是非は将来の経済的便益との結びつき、例え
ば (a)明確に定義された開発プロジェクトの存在、 (b)当該ブロジェクトに関逮する
費用の識別可能性及び測定可能性、 (c)製品もしくは生産方法の技術的実行可能性及び
商業化の可能性等について判定することが必要であると言われています。貴社の場合、
これらの判定規準の実務可能性についてどのようにお考えですか。
（ 困饂である ← ） （一困饂でない）
1 2 3 4 5 6 7 
| I I I | | I 
実務上 どちら 実務上大変 何らの
固難 ともい 問題も
である えない ない
I 質問23 | 
研究開発費に含められる費用の内容が明確に定義された場合に、企業間比較を可能にす
るため研究開発費用の総額を有価証券報告書で開示することは、企業秘密の観点から障
害になるとお考えですか。
1 かなり
障害に
なる
（ 陣害になる ← ） 
2 3 
1 | ???
?
ーー???
??
（ → 障害にならない ） 
5 6 
| | 
???
??
????
?
??
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I質問24| 
新しい年金会計基準（現在、企業会計審議会で議論されているものを想定しており、 IAS
方式に近い方法）は、年金費用の計上方法についてこれまでの拠出額計上方式（雇用者
の年金基金への拠出額を費用とする方法）ではなく、発生給付方式（年金基金への拠出
の有無に関係なく従業員の勤務時間につれて年金費用を計上する方式）を要求する予定
です。これによって貴社の年金費用はどの程度大きくなりますか。
I’;『」I\,’' 』'り1．↓，」，＂」1,| ．慮，•ILIh9 川 I 州'l1"i」’"‘-9,|i，ー，11.」•['-『＇ l ，| lI―19.」L」. ,，1―lL'lr[＇ T[＇，ャ「 '-T.
1 2 3 4 5 6 7 
I l I I I I I 
査化 微増 1. 5倍 2倍 2.5倍 3倍 3倍
しない 租度 程度 程度 租度 以上
買問25I 
新しい年金会計基準は、過去勤務原価（年金制度導入以前の勤務に対する年金費用と制
度導入後における予定計算の変更による過去の年金費用の増加額との合計）の負慨計上
を要求する予定です。これによって貴社の年金負債はどの租度大きくなりますか．
? ? ? ? ? ?
変化 微増 1.5借 2倍 2.5儲 3倍 3倍
しない 租度 程度 程度 租度 以上
I質問26 | 
新しい年金会計基準は年金資産（基金積立機関に累積した資産）の時価評価の開示を要
求する予定です。これによって貴社の年金資産の開示額はどのように変化しますか。
（ 減少する ← ） 
1 2 3 4 
| | | | 
大幅に 査化
減少 なし
（ 増加する ← ） 
5 6 7 
| | 1 
t?： 
112 (112) 第 43巻第 1 号
鱈霞麗
? ?一國瓢I質問27 | 
利益消輝のため自己株式取得を取締役会で決議した場合、貴社の市湯買付けによる取得
にインサイダー規制と相場操縦規制はどの程度制約することになりますか。
（ 綱約されない ← ） 
? ? ?
（ →制約される ） 
? ? ?
益
されない
どちら
ともい
えない
；： 
される
I 質問28| 
自己株式の取得に関する規制が緩和されたことで、株式の相互持ち合いはどの程度解消
すると思われますか。
（ 解消しない ← ） （ →解消する ） 
1 2 3 4 5 6 7 
?
????
どちら
ともい
えない
大幅に
解消する
I質問29 | 
自己株式方式のストック・オプションは定時株主総会の普通決議のみを要し、また、新
株引受権方式のストック・オプションは定款の定めと株主総会の特別決議を要します。
このような承認方式の不整合は、貴社がストック・オプションの方式を選択する際にど
の程度影響を及ぼしますか．
（影響しない一）
1 2 3 4 
（ →影響する ） 
5 6 
?
?
?
どちら
ともい
えない
? ?
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I 質問30| 
自己株式の会計処理には｀ ①資産取引説に基づいた資産化処理方法（流動資産または投
資等として計上）と、②資本取引説に基づいた資本払戻し処理方法（資本の控除項目と
して計上）があります。自己株式方式によるストック・オプションは自己株式の長期保
有が可能（権利行使期問は最長10年）ですが、貴社はこの方式によるストック・オプ
ションを採用した場合、自己株式の会計処理として次のどちらを選択されますか。
???
資産化処理方式
資本払戻し方式
I 貢閻31 | 
貴社がストック・オプション制度を導入した場合、ストック・オプションによる労働報
酬について、その費用計上をどのタイミングで行うのがよいとお考えですか。
????
盆之， JC1いI「 ＇ 
権利付与日
権利行使日
その他
國國冒 匿 ・母＇り｛「 n［ ．l, 1 J1,L.’J L I .l-J,L·＼戸•—噌
I 質問32| 
経理に費やすコストについて、以下の質問にお答え下さい。
(1)経理業務に携わっている貴社のスタッフの数＝ （ ）人
(2)外部に公表する財務諸表の作成に携わっている貴社のスタッフの数＝ （ 
(3)貴社の全従業員数＝ （ ）人
(4)今後、国際会計基準にもとづいて財務諸表を作成したり、連結財務諸表中心の会計
制度になるとすれば、貴社の経理スタッフの増員が必要だと思いますか。あるいはス
タッフの減少が生ずると思いますか。
( ) ① 変化しない
( ) ②増員が必要である。その数は、おおよそ（
( ) ③減員するだろう。その数は、おおよそ（
）人
）人程度。
）人程度。
I 質問33 | 
経理のアウトソーシング（外部に委託する）を行う企業が増えているようです。貴社の
現状について、以下の問いにお答え下さい。⑤にご回答の場合は質問 34に移行して下
さい。
（ 
（ 
（ 
（ 
??????
子会社を設け、そこにすぺての経理業務を集中させている
子会社を設け、そこに一部の経理業務を委ねている
専門業者に、すぺての経理業務を委託している
専門業者に、一部の経理業務を委託している
経理のアウトソーシングはしていない
114 (114) 
?
43 巻
? ー ?
I 質問34 | 
貴社はなぜ経理のアウトソーシングを実施しないのですか。以下のうちで該当するもの
に0印をつけてください（複数回答可）。
???????
企業機密を守るため
アウトソーシングをしてもコストの削減効果はさほどないから
適切な経理業務は内部者にしかできないから
社内の配置転換が難しいから
優れた受託業者がいないので
その他 （ 
涵=- ャニ蕊・～心］．亡・」L」＇1 9, J 戸..」」，-り；tl「'」Il,[I,
?
I 質問351
貴社はこれまでに下記のいずれの国の基準で財務諸表を作成してきましたか。また、
これから、いずれの国の基準で財務諸表を作成しますか。該当する基準に0印をお付け下
さい。（複数回答可） なお、 (7)にお答えの場合には、国名をご記入下さい。
???
ー ＿?
? ?
?
?
?
?
??
?
? ? ??
????
6 
国薔云
計基準
?
その倫の基準
これまで
これから
国名（
国名（
I 質問36 | 
貴社はこれまでに下記のいずれの国の資本市場で資金調達してきましたか。また、これ
からいずれの国の資本市場で資金調達しますか。該当する市場に〇印をお付け下さい。
（複数回答可） なお、 (7)にお答えの場合には、国名をご記入下さい。
ー ―
? ??
?
＿?? ??
?
＿ ? ??
?????
? ? ?
?
?
?
その他の市場
これまで
これから
国名（
国名（
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I質問37 1 
貴社の資金調達方法についてお尋ねします。これまでおよびこれからに隣して、該当す
るケースに0印をお付け下さい。
(1)資金調達全体に占める資本市場から調達する資金の割合は、どれぐらいですか
これまで
これから
0% 
2 
096& 
10％以下
3 
10％趙
30％以下
4 
30％趨
50％以下
5 
50％趨
70％以下
6 
70可
90％以下 90％超
(2)資金調達全体に占めるメインバンクから調達する資金の割合は、どれぐらいですか。
0% 
2 
096& 
10％以下
3 
・,o％趙
30％以下
4 =+五趙50％以下 70％以下-90％以下 90％超これまで
これから
I質問38| 
貴社と貴社の主要取引先との株式保有状況（株式相互持ち合い）についてお尋ねします。
これまでおよびこれからに関して、該当するケースに0印をお付け下さい。なお、「主
要取引先」とは、貴社が長期にわたり安定した事業活動を展開するために取引を行う金
融機関（銀行、保険、証券を含む）、仕入先、得意先などを指します。
(1)貴社が保有する有価証券（子会社株式を除く）のうち、主要取引先の株式の割合は
どれぐらいですか。
2 3 4 5 6 
0% 
0％趨 10％趙 30％趙 50％超 70％趨
10％以下 30％以下 50％以下 70％以下 90％以下
これまで
これから
(2)貴社の発行済株式のうち、大株主の持株割合はどれぐらいですか。
これまで
これから
2 3 4 5 6 
0％超 10％超 30％趨 50％超 70％超
0% I 10％以下 30％以下 50％以下 70％以下 90％以下
7 
90％超
7 
90％超
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I質問39 | 
会計処理法の選択に際して、貴社はどのような要因に配慮しますか。下記の項目のうち、
該当する項目に〇印をお付け下さい。（複数回答可）
2 
実態開示 I利益の
安定性
? ? ? ? ?
業界慎行 I配当政策 I税務政策 l株価動向 I債務契約
これまで
これから
....-...1」.i1'，「|',＇,-「 T,l」9'，.l[．I
I質問40 | 
調査協力会社として、本調査の報告書に貴社名を掲載してもよろしいでしょうか。もち
ろん、匿名をご希望されれば貴社名を公にすることはいたしません。
圃璽
) ① 社名を掲載してもよい。
) ② 社名の掲載は控えてほしい。
会計基準国際化対応動向調査報告（松尾） (117) 117 
本調査に関しまして、ご意見等がございましたらご自由にお書き下さい。
ご協力ありがとうございました
118 (118) 第 43 巻 第 1 号
2.質問別集計
く日本の会計制度のあり方について〉
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
質問 1I 43 96 79 74 66 57 16 431 ゜431 l 10.0% 22.3% 18.3% 17.2% 15.3% 13.2% 3.7% 100.0% 0.0% 100.0% 
10.0% 22.3% 18.3% 17.2% 15.3% 13.2% 3.7% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
15 22 40 85 111 108 49 430 I 431 
質問2
3.5% 5.1% 9.3% 19.7% 25.8% 25.1% 11.4% 99.8% 0.2% 100.0% 
3.5% 5.1% 9.3% 19.8% 25.8% 25.1% 11.4% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 鉦‘’'・笠ロ 総回答
質問3l 
46 96 65 83 50 59 32 431 ゜431 10.7% 22.3% 15.1% 19.3% 11.6% 13.7% 7.4% 100.0% 0.0% 100.0% 
10.7% 22.3% 15.1% 19.3% 11.6% 13.7% 7.4% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
質問4I 10 12 24 74 78 120 112 430 I 431 
I 2.3% 2.8% 5.6% 17.2% 18.1% 27.8% 26.0% 99.8% 0.2% 100.0% 
2.3% 2.8% 5.6% 17.2% 18.1% 27.9% 
く連結財務諸表原則の改訂について〉
l 2 3 4 5 6 7 
質問 5| 376 94 259 122 lll 72 54 
87.2% 21.8% 60.1% 28.3% 25.8% 16.7% 12.5% ． 
｀ 
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
13 34 59 109 179 36 431 ゜431 質問6 0.2% | 3.0% 7.9% 13.7% 25.3% 41.5% 8.4% 100.0% 0.0% 100.0% 
0.2% | 3.0% 7.9% 13.7% 25.3% 41.5% 8.4% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 鉦●99•笠ロ 総回答
91 16 22 77 123 121 63 431 ゜431 質問 7 2.1%1 3.7% 100.0% 5.1% 17.9% 28.5% 28.1% 14.6% 100.0% 0.0% 
2.1%1 3.7% 5.1% 17.9% 28.5% 28.1% 
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2 3 4 5 6 7 有効回答 鯉●99•笠ロ 総回答
質問8| ゜゜ I 211 151 45 21 429 2 431 o> I 0.0% 0.0% 0.2% 49.0% 35.0% 10 4% 4 9% 99.5% 0.5% 100.0% 
0.0% 0.0% 0.2% 49.2% 35 2% 10.5% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 鉦99 9、笠ロ 総回答
質問 8| 1 4 22 237 124 30 10 428 3 431 
(2) I 0.2% 0.9% 5 1% 55 0% 28 8% 70% 2 3% 99.3% 0.7% 100.0% 
0.2% 0.9% 5.1% 55 4% 29.0% 7.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 鉦••••笠ロ 総回答
質問 9I 2 5 58 257 95 10 I 428 3 431 
(1) | o.5% 1.2% 13 5% 59.6% 22.0% 2.3% 0.2% 99 3% 07% 100.0% 
0 5% 1.2% 13.6% 60.0% 22.2% 2 3% 0.2% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 細』99ヽ 笠tコ 総回答
質問 9I 3 5 53 285 76 6 ゜428 3 431 12) I 0.1% 1.2% 12.3% 66 1% 17.6% 1 4% 0 0% 99 3% 0.7% 100 0% 
0 7% 1.2% 12 4% 66.6% 17.8% 1.4% 
-: 一 「＇-洛]撫答281総回4:質問10I
6 5% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 細．．．、笠ロ 総回答
34 109 131 73 40 28 13 428 3 431 
質問］1| I
7.9% 25.3% 30 4% 16 9% 9.3% 6.5% 3.0% 99.3% 0.7% 100.0% 
7 9% 25.5% 30.6% 17.1% 9.3% 6.5% 3 0% 100.0% 
゜1-5 6-10 11-15 16-20 その他 有効回答 鉦・•••笠ロ 総回答90 210 69 I 26 I 407 24 431 質問12l | 
20 9% 48 7% 16.0% 0.2% 6.0% 2 6% 94 4% 5 6% 100 0% 
22.1% 51.6% 17.0% 0 2% 6.4% 
120 (120) 第 43 巻 第 1 号
（金肱取引等の会計処理について＞
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
12 10 169 134 62 34 426 5 431 
質問13
1.2% I 2.s% 2.3% 39.2% 31.1% 14.4% 7.9% 98.8% 1.2% 100.0% 
1.2% I 2.s% 2.3% 39.7% 31.5% 14.6% 8.0% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
12 25 182 ll8 52 28 421 10 431 
質問14
o.9% I 2.s% 5.8% 42.2% 27.4% 12.1% 6.5% 97.7% 2.3% 100.0% 
1.0% I 2.9% 5 9% 43.2% 28.0% 12.4% 6.7% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
11 25 54 236 52 24 13 415 16 431 
質問15
2.6% 5.8% 12.5% 54.8% 12.1% 5.6% 3.0% 96.3% 3.7% 100.0% 
2.7% 6.0% 13.0% 56.9% 12.5% 5.8% 3.1% 
2 3 4 5 6 7 有効回笞 鉦●99.笠、 総回答
41 68 110 115 61 26 3 424 7 431 
質間16
9.5% 15.8% 25 5% 26.7% 14.2% 6.0% 0.7% 98.4% 1.6% 100.0% 
9.7% 16.0% 25.9% 27.1% 14.4% 6.1% 0.7% 
2 3 4 5 6 7 有効回笞 無答 総回答
34 64 62 175 29 21 13 398 33 431 
質問17I 
7.9% 14.8% 14.4% 40.6% 6.7% 4.9% 3.0% 92.3% 7.7% 100.0% 
8.5% 16.1% 15.6% 44.0% 7.3% 5.3% 
2 3 4 5 6 7 有効回笞 無答 総回答
14 38 41 171 85 42 1 398 33 431 
質問18
3.2% 8.8% 9.5% 39.7% 19.7% 9.7% 1.6% 92.3% 7.7% 100.0% 
3.5% 9.5% 10.3% 43.0% 21.4% 10.6% 
く研究開発費の会計処理及び開示について＞
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
33 I 122 83 82 50 26 13 409 22 431 
質問19
7.7%1 28.3% 19.3% 19.0% 11.6% 6.0% 3.0% 94.9% 5.1% 100.0% 
s.1% I 29.8% 20.3% 20.0% 12.2% 6.4% 
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2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
19 46 81 66 54 43 83 392 39 431 
質問20l l 
10 7% 18.8% 15.3% 12.5% 10.0% 19 3% 91 0% 9.0% 100.0% 4.4% 
4.8% 1 7% 20.7% 16.8% 13.8% 11.0% 21.2% 100.0% 
2 3 有効回答 鉦．．、必ロ 総回答
215 60 131 406 25 431 
質問21| | 
13 9% 30 4% 94 2% 5.8% 100.0% 49.9% 
52.9% 14 8% 32.3% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 鉦．，、笠ロ 総回答
74 101 73 85 49 12 6 400 31 431 
質問22I I 
23.4% 16.9% 19.7% 11.4% 2.8% 1_4% 92.8% 7.2% 100.0% 17.2% 
18.5% 25.3% 18 3% 21 3% 12.3% 3.0% 1.5% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
質問23| 19 38 55 119 85 61 29 406 25 431 
| 44% 8 8% 12.8% 27.6% 19.7% 14.2% 6 7% 94 2% 5 8% 100.0% 
4.7% 9.4% 13 5% 29.3% 20.9% 15.0% 
く年金会計について〉
2 3 4 5 6 7 有効回答 紐”’‘笠ロ 総回答
I 55 I 131 88 56 13 4 6 353 78 431 
質問24
1 12.8% j 30.4% 20.4% 13.0% 3.0% 0.9% l.4% 81.9% 18.1% 100.0% 
15.6% I 31.1% 24 9% 15 9% 3.7% 1.1% 1.7% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 侑効回答 無答 総回答
66 128 81 48 14 7 20 364 67 431 
質問25
15 3% 29 7% 18 8% 11.1% 3.2% 1.6% 4 6% 84.5% 15.5% 100.0% 
18 1% 35 2% 22 3% 13.2% 3.8% 1.9% 55% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 生9999笠口 総回答
6 12 159 143 60 5 6 391 40 431 
質問26
1.4% 2.8% 36.9% 33 2% 13.9% 1.2% 1.4% 90.7% 9 3% 100.0% 
1.5% 3.1% 40.7% 36.6% 15.3% 1.3% 
122 (122) 第 43 巻 第 1 すロ
く自己株式の取得について〉
2 3 4 5 6 7 侑効回答 紐99 9ヽ 笠口 総回答
質問27I | 
14 28 190 105 60 16 420 1 431 
1.6% I 3 2% 65% 44 1% 24.4% 13.9% 3.7% 97 4% 2 6% 100.0% 
1. 1% I 3.3% 6 7% 45 2% 25.0% 14 3% 3 8% 100 0% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 鉦・•••笠ロ 総回答
質問28l 24 50 76 208 57 6 ゜421 10 431 l 5.6% 11.6% 17 6% 48 3% 13.2% 1.4% 0.0% .97.7% 2.3% 100.0% 
5.7% 11.9% 18 1% 49 4% 13 5% 1.4% 0.0% 100.0% 
2 3 4 5 6 7 侑効回答 錐99 9ヽ 笠口 総回答
質問29I 
22 34 42 191 90 36 6 421 10 431 
5.1% 7.9% 9 7% 44.3% 20.9% 8.4% 1.4% 97 7% 2 3% 100.0% 
5,2% 8.1% 10 0% 45 4% 21 4% 8 6% I 4% 100 0% 
鉦』•••笠ロ 総回答
質問3oI -:.|．：: -1 29 431 
6.7% 100 0% 
2 3 鉦‘"‘笠ロ 総回答
102 287 13 402 29 431 
質問31
23.7% 66.6% 3 0% 93 3% 6 7% 100 0% 
25 4% 71 4% 32% 
く経理コストとシステムについて〉
0-10 10超 20超 30超 40超 50超 無答 総回答
20以下 30以下 40以下 50以下
139 117 46 32 15 71 420 11 431 
賀問32
(I) 32.3% 27.1% 10.7% 7.4% 3.5% 16 5% 97.4% 2.6% 100.0% 
33.1% 27.9% 11.0% 7.6% 3.6% 16 9% 
0-1 1超2以下 2超3以下 3超4以下 4超5以下 5超10以下 10超 有効回答 鉦ヽ...笠ロ 総回答
質問32I 17 66 111 42 64 79 42 421 10 431 
(2) | 3 9% 15 3% 25.8% 9 7% 14.8% 18.3% 97% 97.7% 2 3% 100.0% 
4.0% 15.7% 26 4% 10 0% 15 2% 18.8% 
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0-100 I 100超 500超 1000超 5000超 1000叫 餌効回罰無答 l総回答
500以下1000以下pOOO以下 l暉以下
89 91 175 27 27 I | 417 I 14 I 431 
質問32
(3) I 1 9% I 20.6% 211% 40.6% 6 3% 6.3% 
1 9% I 213% 21 8% 42.0% 6.5% 6.5% 
2 3 侑効回答 細‘"‘笠ロ 総回答
質問32I 173 254 2 429 2 431 
(4l I 40.1% 58.9% 0.5% 99.5% 0.5% 100.0% 
40.3% 59.2% 0.5% 100.0% 
0-1 1超2以下 2超3以下 3超4以下 4超5以下 5超 侑効回答 無答 総回答
質問32I 59 105 49 8 19 5 245 ， 254 
(4)② I 23.2% 41 3% 19.3% 3 1% 75% 2.0% 96 5% 3 5% 100 0% 
24.1% 42 9% 20 0% 3 3% 7 8% 2.0% 100.0% 
し 厄効回日無答 1総回答
質問32
(4)③ |50.0% I I so 0% I so.0% 1100.0% 
2 3 4 5 有効回答 無答 総回答
I -1 14 ゜ 8 406 429 2 431 質問33I 0.2% I 3.2% 0 0% 1 9% 94 2% 99 5% 0 5% 100.0% 
o 2% I 3 3% 0 0% 1 9% 94 6% 100.0? 
2 3 4 5 6 有効回答 除外
質問34I 225 | 178 242 23 55 16 385 20 
55.4% | 43 8% 59.6% 5.7% 13.5% 3.9% ＼ 4 9% I 0.2% 
124 (124) 第 43 巻 第 1 7 ロ
く一般的事項について〉
雰で1
1 2 3 4 5 I 6 I 7 
421 27 ゜I ゜97.7% 6.3% 0.0% 0.2% 0.0% I o.s% I o.9% 
2 3 4 5 6 7 
質問35|
これから
368 | 41 ゜I ゜96 4 85.4% | 9.5% 0.0% 0.2% 0.0% 22.3% 0.9% 
2 3 4 5 6 7 
質問36|
これまで
396 | 27 87 59 6 187 26 
91.9% I 6.3% 20.2% 13.7% 1.4% 43.4% 6.0% 
2 3 4 5 6 7 
質問36|
これから
376 | 43 61 29 ， 119 14 
a1.2% I 10.0% u.2% 6.7% 2.1% 27.6% 3.2% 
ヽ
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
質問 | 46 66 96 57 58 45 48 416 15 431 
37(1) 
これまで| 10.7% 15.3% 22.3% 13.2% 13.5% 10.4% 11.1% 96.5% 3.5% 100.0% 
11.1% 15.9% 23.1% 13.7% 13.9% 10.8% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総回答
質問 I 44 69 96 59 62 32 42 404 27 431 
37(1) 
これから|10.2% 16.0% 22.3% 13.7% 14.4% 7.4% 9.7% 93.7% 6.3% 100.0% 
10.9% 17.1% 23.8% 14.6% 15.3% 7.9% 
2 3 4 5 6 7 侑効回答 無答 総回答
質問 | 36 108 160 72 24 ， ， 418 13 431 
37(2) 
これまで| 8.4% 25.1% 37.1% 16.7% 5.6% 2.1% 2.1% 97.0% 3.0% 100.0% 
8.6% 25.8% 38.3% 17.2% 5.7% 2.2% 
2 3 4 5 6 7 侑効回答 紐ヽ•••笠ロ 総回答
質問 | 35 99 161 76 22 ， 7 409 22 431 
37(2) 
これから| 8.1% 23.0% 37.4% 17.6% 5.1% 2.1% 1.6% 94.9% 5.1% 100.0% 
8.6% 24.2% 39.4% 18.6% 5.4% 2.2% 
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2 3 4 5 6 7 有効回答 鉦・•••笠ロ 総回答
町01 |5 75 75 49 69 70 79 422 ， 431 
38(1) 
これまで| 1.2% 17.4% 17.4% 11.4% 16.0% 16.2% 18.3% 97.9% 2.1% 100.0% 
1.2% 17.8% 17 8% 11.6% 16.4% 16.6% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 無答 総固答
質問 | 5 77 73 51 69 64 75 414 17 431 
38(1) 
これから| I 2% 17.9% 16 9% 1 8% 16 0% 14.8% 17.4% 96.1% 39% 100.0% 
1.2% 18.6% 17.6% 12.3% 16 7% 15.5% 
2 3 4 5 6 7 有効回答 鉦・•••笠ロ 総回答
質問 | 3 31 55 180 140 17 I 427 4 431 
38(2) 
これまで| 0.7% 7.2% 12.8% 41.8% 32.5% 3.9% 0.2% 99 1% 0.9% 100.0% 
0.7% 7 3% 12 9% 42.2% 32.8% 4.0% 
2 3 4 5 6 7 有効囮答 鉦”`•笠ロ 総回答
質問 | 2 34 62 183 125 10 1 417 14 431 
38(2) 
これから| 0.5% 7.9% 14.4% 42 5% 29 0% 2.3% 0.2% 96 8% 3.2% 100.0% 
0.5% 8.2% 14 9% 43.9% 30 0% 2.4% 
2 3 4 5 6 
質問39I 319 243 105 95 218 29 I ， これまで
74.0% 56.4% 24.4% 22 0% 50.6% 6.1% I 2.1% 
2 3 4 5 6 7 
翌.，か39ら|346 241 84 124 202 53 14 
80 3% 55.9% 19 5% 28.8% 46 9% 12 3% 32% 
＜貴社名の掲載について〉
賣問種 「〗撫答 総回答°・5% 2 l"＂.403% l 
126 (126) 第 43巻第 1 号
3.協力企業一覧
本アンケート調査にご協力いただいた企業431社のうち、社名の公表をご
快諾いただいた企業は以下の124社です。すべての関係者の皆様に感謝申し
上げます。
く建設＞ 新井組機動建設工業三機工業ショーポンド建設新日本空調
トーエネックピー・エス前田建設工業横河工事
く食品＞ サッポロビール H本精糖養命酒製造
＜繊維＞ 上毛撚糸新H本紡績
＜パルプ・紙＞ 北越製紙
く化学＞ 花王ダイソー富士写真フイルム富士チタン工業フドー
ャスハラケミカルロックペイント
＜医薬品＞ 栄研化学第一製薬日研化学
＜石油＞ ジャパンエナジ一日本石油富士興産
くゴム＞ 住友ゴム工業ニッタ
くガラス＞ 岩城硝子トーヨーアサノ日本ガイシ
＜非鉄金属等＞ オーナンパ昭和アルミニウム松尾橋梁
＜機械＞ アマダワシノ天辻鋼球製作所岩田塗装機工業大阪製鎖造機
北川鉄工所クポタ三精輸送機 島精機製作所神鋼パンテック
西部電機ダイキン工業トーワ中北製作所ニッチッ
プラザー工業
＜電気機器＞ 池上通信機遠藤照明キャノン京セラグラフテック
太陥誘電東京電波戸上電機製作所日本光電日本マランツ
パイオニア富士通富士通機電古野電気マスプロ電工
松下電器産業山武ハネウエル横河電機
＜造船＞ 日立造船
＜自動車＞ カヤバ工業カルソニック栃木富士産業 H産ディーゼル工業
フジオーゼックスフタバ産業
くその他輸送＞ 近畿車両
＜精密機器＞ 川澄化学工業三協精機製作所島津製作所トプコン
くその他製造＞ 大建工業凸版印刷南海プライウッドリンテック
＜商社＞ エコートレーニング加賀電子加商兼松兼松エレクトロニクス
三愛石油住友商事東京ソワールトーメン野崎産業
服部セイコー阪和興業丸文三益半導体工業ユニ・チャーム
＜小売＞ アデランスカスミコメリさいか屋ダイエーニコニコ堂
ニューファミリーマルヨシセンター三城ムトウユニー
く不動産＞ ダイヤモンドシテイフジ住宅明和地所
く鉄道・バス＞ 神姫バス新京成電鉄西日本鉄道西日本旅客鉄道
＜陸運＞ 丸全昭和運輸
く海運＞ 東京船舶富士汽船
く通信＞ 国際電信電話
く電力＞ 東北電力
＜サービス＞ ニチゾウテック
（『日経財務データ」による業種区分の順に記載）
